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ついて概観する。すなわち、準契約 quasi-contract の法理
（95）
である。
　すでにみた自招的履行不能の法理および履行妨害の法理には、ともに問題
となっている契約が存続していることを前提としているという点で共通性が
ある。両法理とも、契約が存続していること自体は前提としつつ、その違反
に対する責任を相手方に追及するための法理であった。換言すれば、両法理
で問題となっていたのは、相手方の契約違反責任の如何であったのである。
　これに対して、準契約の法理では契約の存続は前提とされない。むしろ、
契約は解消されたものとされ、その事後処理が問題となるのである。準契約
に基づく請求の萌芽を窺わせるものとして、 次の事案を挙げることができる。
　　Giles v Edwards 事件
（96）
【事案】　被告は原告に対して薪を売却する約束をし、原告は供給され
た薪に対して代金を支払うことを約束した。被告は、契約に従って、約
束した薪の内の一部を提供し、原告はこれに対して代金を支払った。し
かし、その後被告から薪の残部が提供されなかったため、原告は先に支
払った代金の返還を求めて訴訟を提起した。これに対して被告は、本件
契約は未だ未履行であり、かつ原告は、本件契約に基づいて行動してい
る以上その契約を解除することは出来ない。したがって原告は、契約の
不履行を理由とした訴えを提起すべきである、などと主張して争った。
【判旨】　Kenyon 首席裁判官は、次のように論じて原告の訴えを支持
した。すなわち、「本件契約は不可分契約である。そして、被告の不履
行によって原告は自身が引き受けたことをなすことが出来なかったので
あるから、原告には契約全体を終了させる権利があり、その契約に基づ
いて支払った金銭の返還を求める権利がある
（97）
」と。
　Giles 事件判決では、原告は被告の不履行を理由として契約全体を解除す
ることができること、その上で、被告に対して提供した金銭の返還を求め得
ることが確認されている。
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　Giles 事件判決と同様の趣旨を反対の観点から述べる判決もある。Hulle v. 
Heightman 事件
（98）
がそれである。
Hulle v. Heightman 事件
【事案】　原告は船員であり、被告は原告らを雇用する船長であった。
原被告間の契約によれば、被告は原告と共にデンマークのアルトナから
ロンドンへと航海し、再びデンマークへと戻ってくるということになっ
ていた。なお、原告ら船員に対する報酬は、デンマークへと帰港した際
に支払われることとされていた。然るに被告は、ロンドンにて原告らを
解雇し、原告らは下船した。その後、被告は原告らに船へ戻るように要
請したが、原告らはこれを受け入れず、本航海の片道において提供した
役務に対する報酬の支払いを求める訴えを提起した。
【判旨】　Le Blanc 裁判官は、次のように論じて原告の請求を退けた。
すなわち、契約が存続し続ける限り、原告はそれに従う必要がある。被
告の行為によって契約が解除されたならば別段、本件においてはそのよ
うな事情はない、と。
　Hulle 事件において原告は、航海の片道において提供した役務に対する報
酬の請求を認められなかった。その理由は、Le Blanc 裁判官によれば、契
約が未だ解消されていないという点に求められたのである
（99）
。
　Giles 事件判決および Hulle 事件判決から読み取れるのは、相手方が契約
違反を犯した場合には、他方当事者は契約を解除し、その時点までに相手方
に提供したもの　　ないしその価格分　　の返還を求めることができると
いう準則の存在である。これは、後にいうところの準契約に基づく提供役
務相当金額の請求 quantum meruit ないし提供物相当金額の請求 quantum 
valebant である。
　次項では、準契約に基づく提供役務相当金額の請求が問題となった事案と
して著名な Planché v. Colburn 事件を取り上げ、Hochster 事件以前におい
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て準契約の法理がどの程度確立されたものであったのかを検討しよう。
　第二項　準契約に基づく提供役務相当金額の請求という枠組みの確立
　まずは、Planché v. Colburn 事件の正式事実審理の内容を確認しよう。
Planché v. Colburn 事件（ 1 ）
（100）
【事案】　被告は、青少年文庫というシリーズものを刊行することを企
画し、原告に記事を書くように依頼した。なお、報酬については、完成
した原稿に対して100ポンドが支払われることとされた。原告は被告か
らの依頼に応じて原稿の準備を進め、その大部分を完成させたが、被告
は同シリーズの刊行を断念した。その後被告は、原告の用意した原稿を
単独の書物として出版することを提案したが、原告はこれを拒み、訴訟
を提起した。原告は、本件提訴に当たって、契約違反に基づく損害賠償
請求、金銭債務の支払い、および提供役務相当金額の請求の 3 つの請求
原因を挙げた。
【判旨】　Tindal 首席裁判官は次のように論じて、原告による提供役務
相当金額の請求を支持した。Tindal 首席裁判官曰く、「私は、〈本件の
帰趨は〉第二訴訟原因ではなく、第三訴訟原因における提供役務相当金
額の請求によっていると考える
（101）
」。「原告は契約したところの全額の回復
を求めているのではない。ただ、自身が準備した記事の部分に対する正
当な報酬を求めているのである。この記事は、それが掲載される予定で
あった企画の中断によって不要のものとされたのである
（102）
」と。これを受
けて陪審は、原告に50ポンドの請求を認める評決を下した。
　この評決に対して被告は、次のように論じて上訴した。すなわち、本件契
約は未だ解消されておらず、従って原告は、提供役務相当金額の支払いを求
めることはできない、と。これを受けて、Tindal 首席裁判官は次のように
判示した。
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Planché v. Colburn 事件（ 2 ）
（103）
【判旨】　「事実はこうであった。被告は『青少年文庫』を単に一時的に
中断したのではなく、実際に終結させたのである。被告は、原告との契
約に違反したのである。その後原告が、自身の本を単独の書籍として発
行することを被告に許容する新たな契約を締結したということを立証し
ようとする試みがなされたが、これは極めて不奏功に終わった。特定契
約 special contract が存在し、終了していない場合には、原告は提供役
務相当金額の請求をなし得ないという点については同感である。ここで
の問題の一部はしたがって、契約が存在しているか否かであったとこ
ろ、問題の原稿が最終的に放棄されたということは極めて明らかであ
る。そして陪審は、新たな契約は締結されなかったと判断した。このよ
うな状況下では、原告は自身の労働の果実を失うべきではない……
（104）
」。
　このように、Planché 事件判決によって、相手方の契約違反に際して他方
当事者は契約を解消し、すでに提供していた役務に相当する金額の請求をす
ることができること、逆から言えば、契約を解消しない限り提供役務相当金
額の請求は出来ないがこと明らかにされたのである。ここに至って、準契約
に基づく提供役務相当金額の返還請求という枠組みが定まったのである。
　もっとも、Planché 事件判決によっても必ずしも明らかとはならなかった
点がある。今みたように、準契約に基づいて提供役務相当金額の返還を求め
るためには、契約が解消さられていることが必要なのであるが、それでは、
契約はいつ、どのようにして解消されるのであろうか。この点について示唆
的なのが、次の Ehrensperger v. Anderson 事件
（105）
である。
Ehrensperger v. Anderson 事件
【事案】　訴外 C.M. は、訴外 C.D. との間で綿の委託販売契約 consign-
ment を締結した。この契約によれば、C.D. はもっとも適切な時期に綿
を売却し、その収益をもっとも適切な時期に為替手形によって C.M. へ
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と送金することとされていた。その後 C.M. は、前渡金欲しさに、綿に
対する権利を原告へと譲り渡した。更にその後、C.D. が廃業し、その
事業が被告によって継承された。以上の事実関係の下で、被告は綿を売
却し収益を得た。原告は、その収益を送金するように依頼したが、被告
はこれに応じなかった。そこで原告は、被告の上げた収益について、不
当利得金の返還請求訴訟 money had and received
（106）
を提起した。
【判旨】　Parke 裁判官は、原告が不当利得金の返還を請求し得るか否
かは、「原告が被告に対して、『あなたは私から受け取った金銭を有して
いる。そしてあなたは、契約を解消した。したがって私にも私の側の契
約を解消する権利がある』といえる立場にあるか
（107）
」にかかっているとし
た上で、次のように論じて原告の請求を退けた。すなわち、「不当利得
金の返還を請求する権限が構成されるためには、一方当事者の側で契約
が履行されないとか履行が無視されているとかだけでは足りず、『この
契約を解消する』というに等しい何か　　契約の履行に対する全面的な
拒絶か、あるいは原告の側で『あなた〈被告〉が契約を解消するという
なら、私も自分の契約を解消する』ということを可能ならしめる何かが
なければなければならない。……他者に金銭を渡した者が、契約を解消
されたものとして扱う権利があるということを根拠としてその金銭の返
還を求める権限を得るためには、他方当事者が自身の側で契約を解消し
たということが明確に示されなければならないということは明らかであ
ると思う
（108）
」。しかし本件では、被告はそのような意味で契約を解消した
とはいえない、と。
　Parke 裁判官の判示内容からは、契約が解消されたといえるためには、被
告による契約違反があるだけでは必ずしも十分ではなく、原告の側から契約
を解消する必要性のあることが意識されていることが窺われる。これは、準
契約に基づく救済を得るためには、両当事者が参加した上での契約解消行為
が必要であることが認識される端緒であったとされる
（109）
。
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　第三項　若干の考察
　以上にみてきたところからも分かるように、19世紀の中頃までにはすで
に、準契約の法理が　　必ずしも洗練された形ではなかったにせよ
（110）
　　確立
されつつあったのである。
　本稿の主題との関連で特に興味深いのは、次の二点である。第一に、
Planché 事件における被告の義務の履行期の問題である。この事件では、原
告が完成原稿を被告に提供し、これに対して被告が報酬を支払うこととされ
ていた。つまり、被告による報酬支払い義務は、原告による原稿提供義務に
対して後履行の関係にあり、したがって原告が原稿を提供しない限り履行期
が到来しないというものであった。Planché 事件では、原告は結局原稿を提
供していなかったのであるから、厳密には被告の報酬支払い義務の履行期は
未だ到来していなかった。それにもかかわらず、本事件で原告は、準契約に
基づく請求によって50ポンドを回復しているのである。要するに、準契約に
基づく請求は、相手方の義務の履行期が到来する前であったとしても可能で
あるということが Planché 事件判決から明らかになるのである。
　第二に、準契約に基づく請求を基礎付けるために要求される、当事者の参
加の態様である。前項においてみた Ehrensperger 事件判決では、準契約に
よる請求を基礎付けるためには、被告による契約違反に加えて、原告による
契約解消行為が必要であることが示唆されていた。この、両当事者が参加し
ての契約の解消から準契約による回復請求という構図は、Hochster 事件当
時においても維持されていたのであり、同事件に対しても少なからず影響を
与えるのであるが、この点については次章において改めて検討を加えること
とする。
　いずれにしても、Hochster 事件の当時すでに、相手方の履行期が到来す
る前であっても準契約に基づく訴訟の提起は可能であったということは確認
されるべきである。
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　第五節　履行期前に履行拒絶がなされる場合
　第一項　はじめに
　前節までは、Hochster 事件当時、契約締結後履行期前の期間に問題が生
じた場合に当事者がいかなる措置を講じることが出来たのかという観点から
考察を進めてきた。本節では、これとは逆の観点から Hochster 事件以前の
法状況について確認しておこう。すなわち、契約締結後履行期前の期間にお
いて、当事者はいかなる措置を講じることが出来なかったのか。
　予め結論を先取りすると、契約締結後履行期前に一方当事者が履行を拒絶
した場合であっても、他方当事者は、その履行拒絶自体を契約違反とみなし
て訴訟を提起することは出来ないとされていたのであった。このことを、本
節では二つの判例を素材にして確認しよう。
　第二項　二つの判例
　履行期前になされた履行拒絶は契約違反に当たらないとした判例として、
まずは Phillpotts v. Evans 事件
（111）
を挙げる事ができる。
Phillpotts v. Evans 事件
【事案】　グロスターの穀物業者である原告は、バーミンガムの製粉業
者である被告に穀物を売却したが、その後穀物の市場価格が急落した。
そこで被告は、穀物がすでに輸送中であるにもかかわらず、その受領を
拒絶する旨を原告に伝えた。その後、穀物がバーミンガムに到着した後
も、被告は穀物を受領しなかった。そこで原告は、損害賠償を求めて訴
訟を提起した。公判において争われたのは、損害賠償額を何時の時点を
基準に算定するかであった。すなわち、原告が契約締結時の価格とバー
ミンガム到着時の価格との差額を請求したのに対して、被告は契約締結
時の価格と受領拒絶の意思を通知した時点での市場価格との差額こそが
適正な損害賠償額であるとして争ったのである。
【判旨】　裁判所は、原告の主張を支持した。Parke 裁判官はいう。
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「〈被告が〉原告は通知の後、穀物が給付されるべき時期まで待つことな
しに訴訟を提起しえたということを立証できたならば、損害賠償額の算
定基準として適切なのは通知の時点での価格に従うことかもしれない。
しかし私は、その時点では契約違反に基づく訴訟は提起し得ないと考え
る。むしろ原告は、被告が穀物を受領するか否かを見極めるためにも、
穀物の履行期が到来するまで待たなければならない。その時被告は、穀
物を受領することを選択するかもしれず、何らの契約違反責任をも負わ
ないかもしれない。被告がなすべきとされているのは、契約において定
められた時期に、目的物を受領する用意と意思を持ち、対価を支払うと
いうことだけなのである。目的物を受領しないという事前の表明によっ
ても、契約違反は生じなかった。そのような表明は単に無効であり、そ
のような表明にもかかわらず被告は目的物を受領する権限を有していた
のである。とりわけ原告は、被告を事前に訴えることは出来なかったの
である
（112）
」と。
　Phillpotts 事件において争われたのは、契約違反に基づく損害賠償額の算
定基準時をいつに設けるかという点であった。この点につき Parke 裁判官
は、契約価格と履行期における市場価格との差額こそが損害賠償額として適
切であるという。その根拠は、履行期前の履行拒絶には何らの意味もなく、
その時点では契約違反は生じていない。したがって、履行拒絶時の市場価格
は損害賠償額の算定にとって適切ではないというものであった。
　このように Parke 裁判官は、損害賠償額の算定基準時としていつが適切
かという問題と結びつけながら履行期前の履行拒絶が契約違反であるか否か
という問題に取り組んだのであり、その結果として履行期前拒絶は契約違反
たりえないと結論したのであった。
　Phillpotts 事件の10年後、Parke 裁判官は再び履行期前拒絶が契約違反を
構成するかという問題について取り組む機会を得た。Ripley v. M’Clure 事
件
（113）
においてのことである。
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Ripley v. M’Clure 事件
【事案】　原被告間で、原告が輸入した茶葉を被告が買い取る旨の契約
が締結された。この契約によると、原告がお茶をベルファストまで輸送
し被告に提供した後、被告が代金を支払うこととされていた。然るに、
原告が茶葉を船で輸送している間に被告は契約を履行することを拒み、
かつ船がベルファストに到着してからも履行することを拒み続けている
というのである。そこで原告は、損害賠償等を求めて訴訟を提起した。
【判旨】　Parke 裁判官は次のように論じて、原告の訴えを支持した。
まず、輸送中の被告による履行拒絶が契約違反に当たるか否かという
点については、「陪審員が、積荷が到着する前になされた履行拒絶が
契約違反であると説示されたならば、その説示は誤りである。これは
Phillpotts v. Evans 事件において適切に判決された点である」という。
その上で、本件についていえば、被告は船がベルファストに到着してか
らも履行を拒絶しているのであり、この拒絶は契約違反を構成しうる。
契約の定めによれば、被告の受領義務および代金支払義務は、原告がベ
ルファストまで茶葉を輸送し被告に提供して初めて問題となるところ、
被告による履行拒絶によって原告は直ちに被告の契約責任を追及しうる
と判示した。
　Ripley 事件において、Parke 裁判官は、Phillpotts 事件判決における自
身の判示内容を確認する形で改めて履行期前拒絶は契約違反たりえないこと
を示したのである。
　このように、Hochster 事件以前においては、履行期前拒絶は契約違反で
はないという見解が強力に主張されていたのであった。
　第六節　第二章のまとめと次章への導入
　以上本章では、Hochster 事件の意義を評価するための基礎固めのため
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に、同事件以前の法状況を概観してきた。本章で検証してきたところからも
明らかなように、履行期が到来する前の時点であっても訴訟が提起されるこ
とがあり得るということは、Hochster 事件以前から認められていたところ
であった。
　例えば、相手方の義務が、他方当事者による義務の履行を前提としてお
り、したがって他方当事者が義務を履行するまでは相手方の義務の履行期が
到来しないというような場合であっても、相手方が自らの義務について履行
することを不可能にしたような場合には、他方当事者は自身の義務を履行す
ることなく　　したがって、相手方の履行期が到来していない段階であって
も　　損害賠償を求めて訴訟を提起し得るとされていた。いわゆる自招的履
行不能の法理である。
　また、相手方が他方当事者による義務の履行を妨げたような場合にも、他
方当事者は自らの義務を履行することなく　　したがって、相手方の履行期
が到来していない段階であっても　　損害賠償を求めて訴訟を提起し得ると
されていた。いわゆる履行妨害の法理である。
　さらに、以上に加えて、両当事者が契約の解消について合意した場合に
は、準契約の法理に基づく請求が問題となり得たのである。
　このように、Hochster 事件の当時においてすでに履行期前に訴訟が提起
され得るということ自体は承認されていたのである。もっとも、詳細は後に
みるが、Hochster 事件の事実関係は、次に挙げる理由から、上記いずれの
法理にも完全には適合しないものであった
（114）
。
　まず、Hochster 事件の被告は、原告に対して、もはや原告の履行を必要
としていない旨を伝えたに過ぎない。これを、被告の義務について自ら履行
不能状態を招来するものであると評価するのは困難であろう。
　次に、被告の行為が原告の義務に対する履行妨害に当たるとしても、なお
困難が残る。本章においてみたように、履行妨害の法理が問題となった諸事
案においては、先履行義務を負担する一方当事者の履行期は到来していた。
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すなわち、一方当事者がすでにその義務を履行すべき立場にあるにもかかわ
らず相手方がその履行を妨害したという場面において履行妨害の法理が典型
的に問題となるのであった。これに対して、Hochster 事件においては原告
の負担する義務の履行期も未到来の時点で訴訟が提起されたのであった。こ
のような場合においてまで履行妨害の法理を及ぼそうとする場合には、予期
される履行妨害 anticipatory prevention という観念が認められる必要があ
る
（115）
。
　また、Hochster 事件では契約は解消されていなかったのであり、したが
って準契約の法理に基づく請求も問題とはならなかった。
　さらに、 Hochster 事件の原告の前には、 本章第五節においてみたように、
履行期前拒絶は契約違反でないとする先例も立ち塞がっていたのである。
　このような法状況下において、Hochster 事件が起きたのである。それで
は、Hochster 事件判決はいかなる論理によって履行期前拒絶に基づく救済
を根拠付けたのであろうか。次章では、この点について検討を加えることと
する。
第三章　Hochster v. De La Tour 事件判決の再読
　第一節　はじめに
　本章では、Hochster 事件について検討を加える。まず、Hochster 事件の
事案と判旨について確認する（第二節）。同事件そのものについては、我が
国においてもすでに度々紹介されてきたところである。ただ、これまでの紹
介は、ともすれば事案と判旨とを簡単に紹介するに留まるものが多かったよ
うに思われる。これは、Hochster 事件が履行期前拒絶の法理を検討する際
の出発点として位置付けられ、同事件そのものというよりもむしろ同事件以
降の法理の展開やその現状について分析することに焦点が当てられることが
多かったという事情によるものであると考えられる。これに対して本稿は、
Hochster 事件以前の法状況から Hochster 事件までの経過を検討の対象に
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するものであるから、従来の紹介よりも詳細に事案を確認することとした
い。その上で、前章において検討した Hochster 事件以前の法状況と照らし
合わせつつ分析を加え、同事件判決の評価を試みる（第三節）。
　第二節　Hochster v. De La Tour 事件
（116）
　第一項　発　端
　1852年 4 月、被告は、エジプトへ旅行した際に Maskill 氏とその案内人
であった原告に出会い、その一行に加わった。以降原告は、被告の案内人と
しても働くと同時に、被告に多額の金銭を貸すなどした。その後一行がイン
グランドへ帰国した際、被告は原告に借金を弁済するとともに、エジプト滞
在中の働きに対する報酬を支払った。
　1852年 5 月、被告は原告に手紙を出し、妹をスイス旅行に連れて行きたい
ので、ぜひ原告に案内人として同道してもらいたい旨を伝えた。被告からの
報酬額の問い合わせに対して、原告は、三ヶ月の期間であれば月あたり10ポ
ンド、それ以上の長期であるならば月あたり 8 ポンドの報酬である旨を回答
した。被告はこれに一度は納得し、 6 月 1 日から 3 ヶ月の仕事を予定してお
いてほしい旨を原告に伝えた。その後原告は、被告からパスポートの取得を
依頼されたため、自らの出費において被告のためのパスポートを取得した。
　ところがその後、被告は再び原告に手紙を書き送り、次のように述べた。
すなわち、友人に今回の旅行のことを相談したところ、その友人から、年間
で500ポンドの収入しかないにもかかわらず 3 ヶ月で300ポンドもの大金を出
費するような計画は愚か極まりなく、また原告に対する月あたり10ポンドと
いう報酬も法外であると諌められた。被告としても、原告との契約を破棄す
ることが賢明であると考えるに至ったため、原告による案内はもはや不要で
ある、と。
　そこで原告は、被告に対して契約違反に対する賠償を求めたが、被告がこ
れを拒否したため、損害賠償を求めて訴訟を提起した。1852年 5 月22日のこ
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とであった。
　なお原告は、本件訴訟を提起した後に Ashburton 卿との間で本件契約と
同様の契約を締結した。但し、この契約の履行期は 7 月 4 日と定められてい
た。
　第二項　訴　訟
　 1 　正式事実審理での経過
　Erle 裁判官の下で開催された正式事実審理において、被告側弁護人であ
る Hill 氏は、原告からの訴えに対して次のように反論した。すなわち、本
件契約の履行期は 6 月 1 日なのであって、それ以前においては契約違反はあ
りえない。履行期が到来する前には、一方の当事者が一方的に契約を破棄す
ることは出来ない。履行期が到来するまで継続した履行拒絶がない限り契約
違反は生じないということは、いくつかの事件において確認されている。原
告は、被告との仕事が予定されていた日時に Ashburton 卿の案内人として
働いていたのであるから、そのような行動でもって被告による契約の破棄に
対して同意を与えたことになる、と。
　Hill 氏の主張を聴いた Erle 裁判官は、次のように述べた。すなわち、原
告勝訴の判断をすることになるが、被告に対しては Hill 氏が示した強力な
先例に基づく申立てを許可するであろう、と。
　その後 Hill 氏は、陪審に対して、そもそも被告は原告と契約を締結して
はいない、原告が契約であると解釈したものは単なる相談であったに過ぎな
いと述べた。
　以上を受けて、Erle 裁判官は、陪審に対して次のように指示した。すな
わち、陪審はまず、原告と被告との間に契約が成立していたか否かについて
決しなくてはならない。次いで、仮に契約が存在していたと判断するなら
ば、被告がその契約に違反したか否かを決しなければならない。最後に、被
告が契約違反を犯したと判断するならば、公平で合理的な損害賠償金を原告
に与えなければならない、と。
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　最終的に、原告の訴えを支持する旨の評決が下されたが、被告には女王座
裁判所に対して訴え却下を申し立てる enter a nonsuit 許可が与えられ、判
決を差し止める旨の仮決定 rule Nisi がなされた。そこで本件は、女王座裁
判所において争われることとなった。
　 2 　女王座裁判所での経過
　（ 1 ）原告側の主張
　原告側の弁護人である Hannen 氏は、正式事実審理で下された判断が妥
当でない理由を大略以下のように主張した
（117）
。
　本件において争われている問題は、「履行期が到来するよりも前に契
約違反を犯すことは法的に可能か否か
（118）
」というものである。被告は、こ
の点を否定することによって原告の訴えを棄却すべき旨主張する。被告
がこの主張をするに当って依拠している先例は、Leigh v. Paterson 事
件
（119）
、Phillpotts v. Evans 事件および Ripley v. M’Clure 事件であるが
（120）
、
このいずれも被告の主張を支持するものではない。
　Leigh 事件は、物品の売主による履行期前の履行拒絶に基づく損害賠
償額の算定基準が問題となった事案であるが、裁判所は、このような場
合の損害賠償額は、履行期における目的物の市場価格と契約価格との差
額を基準に算定すべきであることを明らかにした。
　Phillpotts 事件は、Leigh 事件とほとんど同様の事案であったが、
Parke 裁判官による傍論が付されており、これが被告にとって有利な
材料を提供しているようにも見受けられる
（121）
。また Parke 裁判官は、
Ripley 事件において、Phillpotts 事件における自身の説を再確認して
いるのである
（122）
。
　しかしその表現からみるに、Parke 裁判官には、「撤回しえない履行
拒絶」をも含めて履行期前拒絶一般が契約違反ではないとまで主張する
意図はなかったものと思われる。未履行契約における一方当事者が予め
契約の履行を拒絶し、他方当事者がこれを真に受けて自らの義務を履
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行不能にするような形で行動した場合には、履行拒絶はもはや撤回し
えないというべきである
（123）
。そして当裁判所は、Cort v. Ambergate & c. 
Railway Company 事件において、このような場合には履行拒絶を受け
た当事者はもはや自身の義務を履行することが出来ないにも関わらず損
害を回復しうるとの判決を下したのである。
　本件において、仮に令状 writ が 6 月 2 日に発行されていたならば、
Cort 事件の論理が妥当したはずである。そこで問題は、令状が 6 月 1
日よりも前に発行されたか後に発行されたかによって取扱いに差が生
じるかという点である。履行期前の履行拒絶は契約違反ではないとい
う Phillpotts 事件における Parke 裁判官の判示内容が一般的な妥当性
を有するならば、この問いに対する答えは是となるであろう。しかし、
Parke 裁判官の判示内容は、一般的に妥当するものではない。Short 事
件では、婚約中に男性が他の女性と結婚することが契約違反であるとさ
れた。これは、男性による他の女性との結婚が履行拒絶であることに基
づく判断である。というのも、男性が他の女性と結婚したからといっ
て、必ずしも当初の婚約が履行不能になるというわけではないからで
ある。Lovelock 事件判決も同様に、履行期前の履行拒絶が契約違反に
当たることを確認した判決であるといえる。また、Planché 事件では、
青少年文庫シリーズのために原稿を書くことを約した作家が、同シリ
ーズの刊行が中止されたことに基づいて出版者に損害賠償を求めた。
Planché 事件では、出版者側の義務の履行期は作家が原稿を完成させた
後に到来すべきものであったところ、作家は原稿を完成させていなかっ
た。すなわち、出版者側の義務の履行期は未到来だったのである。しか
し、それにも関わらず作家の請求は認容されたのである。
　（ 2 ）被告側の主張
　被告側の弁護人である Hill 氏と Deighton 氏は大略次のように論じて、
正式事実審理における判断が正当なものであったと主張した
（124）
。
日本における履行期前拒絶法理の意義について（二・完）（内田）　129
　契約当事者は、契約の履行が法的に可能な状態を相互に維持すること
を黙示的に約しているのであるから、自ら履行を不可能にする行為は契
約違反である。しかし、相手方に対して契約を破棄する意図を通知する
行為は、単なる解約の申込みに過ぎない。仮に履行期前拒絶が撤回され
ない場合には、履行期における契約違反の証拠となる。しかしそれまで
は、この拒絶は撤回が可能なのである。したがって、履行期前に契約違
反が生じることはなく、当事者が契約違反に基づく訴訟を提起するため
には履行期の到来を待つ必要がある。契約違反とは、履行期においてな
すべきことをなさない場合に生じるところ、本件被告は、本件訴訟開始
時である 5 月22日の時点では何等なすべき義務を負ってはいなかったの
である。これは、Phillpotts 事件と Ripley 事件において示された法理
でもある。
　Cort 事件では、令状が受理されたのが履行期到来後であったという
点が重要である。同事件では、原告の契約履行に対する用意と意思をめ
ぐって争いがあったところ、裁判所は、被告から拒絶通知を受けた原告
はもはや契約の目的物を製作することなく訴訟を提起しうるという判断
が下されたのであり、それ以上でもそれ以下でもない。よって、Cort
事件判決は被告の主張と一致するものである。
　このような被告側の主張をめぐって、Crompton 裁判官と被告側弁護人と
の間で次のようなやりとりがなされた。
Crompton 裁判官「原告は、彼を雇わないという被告からの通知を受け
て、損害を軽減するために他の雇用先を探すことはできないのか
（125）
。」
被告側弁護人「原告が被告の通知を受け入れる際には、この通知の法的
な効果は解除の申込みなのであるが、それを全面的に受け入れなければ
ならない
（126）
。」
　この被告側弁護人の回答を受けて、Campbell 首席裁判官と Erle 裁判官が
さらに次のような質問を発した。
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Campbell 首席裁判官「それでは被告側弁護人は、原告が救済を保持す
るためには怠惰でい続けなければならないというのか
（127）
。」
Erle 裁判官「もう一歩踏み込んでみてはどうか。原告が Ashburton 卿
と契約を締結した後に、被告が履行拒絶を撤回し、原告に 6 月 1 日に一
緒に旅行するように要求したとする。そして、原告がこの要求を拒み、
Ashburton 卿について旅行に行ったとする。被告側弁護人は、この場
合には、現在の被告が現在の原告を契約違反の廉で訴えることができる
というのか
（128）
。」
　これらの質問に対して、被告側弁護人は、そのような場合において原告が
免責されるか否かは陪審に委ねられるべき事実問題であると答えた。その上
で、履行期の市場価格を損害賠償額の算定基準とした Phillpotts 事件を引
合いに出し、履行期前拒絶が契約違反であるとするならばその損害賠償額を
いかに算定すべきなのかと反問した。
　第三項　判　決
　双方当事者による以上の弁論を受けて、女王座裁判所は下記のような判決
を下した。結論からいえば、裁判所は原告の請求を認容したのである。以下
では、Campbell 首席裁判官の執筆した判決文を（ 1 ）履行期前に契約違反
が生じるか否か、（ 2 ）原告は履行期前拒絶に基いて直ちに訴えを提起しう
るか、（ 3 ）先例との関係はいかに解すべきかの論点ごとに分割・整理して
紹介する。
　 1 　履行期前に契約違反が生じるか否かについて
　まず Campbell 首席裁判官は、本件においては、契約の当事者が履行期前
に履行を拒絶し契約違反を犯すことができるのか、そして拒絶の相手方は履
行期が到来する前に訴訟を提起しうるのかが争点であることを確認し、次の
ように続ける。「被告側弁護人は、原告が契約の解消に同意し、それに基づ
く全ての救済を放棄しないならば、原告は、被告に雇われた案内人としての
実際の雇用が始まるその日まで、該契約の履行のための用意をし、また履行
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する意思を持ち続けなければならず、その日以前には訴訟を提起する権利を
付与するような合意違反は生じえないと強力に主張する。しかし、ある行為
が将来なされるべきであるとの合意がある場合に、その行為をなすべき日が
到来するまでは該合意に対する違反を理由とした訴訟を提起しえないという
のは、一般的な準則ではありえない
（129）
」と。
　その根拠として、Campbell 首席裁判官は 3 つの先例を挙げる。すなわ
ち、Short 事件、Ford 事件および Bowdell 事件である。Campbell 首席裁
判官は、これらの事案では履行期が到来する前であっても訴訟を提起しうる
との判断が下されているという。
　それでは、これらの先例において履行期前の訴訟提起が可能であるとされ
た根拠はなんであったのか。この点について、Campbell 首席裁判官は次の
ようにいう。「そのような訴訟を支持するために主張されている根拠の一つ
は、被告が、履行期よりも前に、履行期に契約を履行することを不可能にし
てしまったというものである。しかし、これには必ずしも従う必要はない。
というのも、〈Short 事件についていえば〉履行期よりも前に第一の妻が死
亡するかもしれず、〈Ford 事件についていえば〉賃借権の放棄が得られる
かもしれず、また〈Bowdell 事件についていえば〉被告が、原告に目的物を
売却し提供するために、それらを買い戻すかもしれないからである。他の根
拠は、次のようなものであろう。すなわち、将来あることがなされるという
契約がある場合、その契約期間中は当事者間にある関係が構築され、その間
は、双方の当事者がこの関係に反して他方当事者を妨害しないことを黙示的
に約しているというものである
（130）
」と。
　Campbell 首席裁判官は、この理論を敷衍していう。「例えば、婚約を交
わした男女は、その婚約から挙式までの間、相互に婚約者となるのである。
旅行者と案内人に関する本件の場合、雇入れの日から雇用開始日までの間、
当事者は互いに密接な関係に入る engaged to each other のであり、当事者
のうちのどちらかがこの関係を拒絶した場合には、黙示的な契約に対する違
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反があるように思われるのである。この論拠は、Elderton 事件
（131）
に対する財
務府裁判所による全員一致の判決にも合致するように思われる。この判決
は、 後に当裁判所が扱った事件において我々も従ってきたところである
（132）
」と。
　 2 　原告は履行期前拒絶に基いて直ちに訴えを提起しうるかについて
　以上のように、履行期前であっても契約違反が生じる場合があることを確
認した上で、Campbell 首席裁判官は、原告が契約違反に基づく救済を得る
ためには履行期の到来を待たなければならないのかという点について検討を
加える。
　Campbell 首席裁判官はいう。「仮に、原告が契約を効力あるものとして
扱い1852年 6 月 1 日までそれに基づいて行動しない限り契約違反に基づく救
済を得られないとした場合、その時まで原告は、『その年のその日に被告と
ともに旅行に出立する』という約束に支障を来しうるような雇用に入っては
ならず、またヨーロッパ大陸への 3 ヶ月の旅行の案内人としてあらゆる面に
おいて適切に準備しておかねばならないということになる。しかし、被告に
よって合意が拒絶された後は、原告には、契約違反によって自身が被ったあ
らゆる損害について訴えを提起する権利を保持しつつ、あらゆる将来の契約
履行から解放されたとみなす自由があるとする方がよほど合理的であるし、
また当事者双方の利益にもなることが確実である。したがって原告には、仕
事を得られぬまま、無駄になるであろう準備に費用をつぎ込む代わりに、他
の雇い主の下で仕事を探す自由がある。これは、さもなければ契約違反を理
由に原告が取得したであろう損害賠償額を軽減しうるのである。契約を拒絶
し、契約に従わないつもりであることをはっきりと表明した被告が、この自
身の表明に対して与えられた信頼に対して異議を唱え、考えを変える機会が
残されていなかったと不平を述べることを許容されるとするのは、おかしな
話である。仮に原告が、 6 月 1 日に被告と共に案内人として出立することと
矛盾するような契約を締結したことによって救済を否定されるならば、原告
は被告の表明を信頼したがために〈救済を得ることを〉妨げられるのであ
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る。しかし、契約を完全に拒絶したことを表明した被告は契約違反を犯して
いないと主張することを妨げられるとする方が法理に適っている。……自ら
が意図して加わった契約を不当に拒絶する者は、自身が損害を与えた者から
損害の賠償を求めて直ちに訴えを提起されたとしても、不平を述べることを
正当化されえないのである。そして被害当事者には、直ちに訴えを提起する
か、あるいは、無責の当事者に有利となるかもしれず、また不当な行いをな
す者を害することもないこの選択を行使するために、この契約を将来におい
ても拘束力を有するものとしつつ履行期まで待つかの選択を認めることが合
理的であると思われる
（133）
」と。
　 3 　先例との関係をいかに解すべきか
　履行期が到来する前であっても訴訟を提起しうること、および相手方が履
行を拒絶した場合には他方当事者は履行期まで待つことなく直ちに契約関係
から離脱し、契約違反を理由とする損害賠償を請求しうることが確認された
としても、裁判所にはなお検討すべき事項が残されていた。すなわち、先例
との関係をいかに解すべきかという問題である。とりわけ、履行期前の履行
拒絶は契約違反ではないと明言する Parke 裁判官の判示はいかにして克服
されるべきなのか。
　この点について、Campbell 首席裁判官は次のようにいう。「我々が本件
において採用している見解と矛盾するような先例は見出されない。Leigh 事
件は、特定の期日に提供されるべき物品の売買に関して、売主が、その期日
よりも前に買主に対して物品を提供できないと告げ、それらを〈第三者へ〉
売却した場合には、買主は、それらの物品が提供されるべきであった時点で
の市場状況に従って損害賠償額を算定する事ができるということを明らかに
したにすぎない。仮にこれが特定物の売買であったならば、Bowdell 事件に
従って、履行期前に、売主が目的物を第三者に売却し給付した時点で、訴え
が提起されえたはずである。Phillpotts 事件も同様の事案であった。そこで
の唯一の問題は、穀物の売買と提供に関する契約の違反に基づく損害賠償額
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の算定方法であった。裁判所は、まことに適切に、原告は穀物が提供される
べきであった時点での市場状況に従った損害賠償額を請求することができる
と判示したのである。その際に、裁判所は、Startup 事件判決
（134）
において示さ
れた準則に従うことを明言しているのであるが、そこでは、契約の履行拒絶
に基づいて履行期前に訴訟を提起する権利に関する問題は生じていないので
ある。Parke 裁判官は、その意見は非常な尊重に値するのだが、Phillpotts
事件判決において確かに、穀物を受領しないという被告の通知に関連して次
のように述べている。すなわち、『私は、その時点では契約違反に基づく訴
訟は提起し得ないと考える。むしろ原告は、被告が穀物を受領するか否かを
見極めるためにも、穀物の履行期が到来するまで待たなければならない』
と。しかし、学殖豊かな Parke 裁判官は、この通知は契約に対する履行拒
絶には当たらないと考えたのではないだろうか。仮に Parke 裁判官が、そ
のような履行拒絶の後でも、原告は、契約に基づく救済を得るためには、自
身の側の契約を履行し穀物を提供するために費用と損失を被らなければなら
ないと考えたのであれば、彼には賛成出来ない。Ripley 事件では、物品の
売買と供給に関する契約においては、物品の受領拒絶は、履行期の前のいず
れの時点においても、必ずしも契約違反ではないと判断された。しかし裁判
所は、将来あることをなすという契約がある場合において、一方の当事者が
その日よりも前に契約を拒絶した場合に、他方当事者がその拒絶に基づいて
契約違反を理由とする救済を得るか否かという問題については何らの意見を
も示さなかったのである
（135）
」と。
　さらに Campbell 首席裁判官は、当事者の弁論において現れた先例のう
ち、特に言及を要するものとして Planché 事件判決を挙げる。Campbell 首
席裁判官によれば、Planché 事件判決は以下に述べる意味において本件原告
にとって有利な素材を提供するものであるという。
　まず Campbell 主席裁判官は、Planché 事件を次のように評価する。すな
わち、「原告第一訴答は役務および労務 work and labour に関する訴訟原因
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をも含むものであるが、原告は特別契約 special contract に焦点を当てた訴
訟原因によって、すなわち、裁判所の意見によれば、原告は被告による契約
の解消を契約違反であるとして扱うことができたこと、および契約が効力を
持ち続けており、そのために原告が契約違反に基づく訴えを起こす前に自身
の側の義務を履行することを強いられるかについて考慮することなく、原告
は訴えを提起しうることによって、その評決を獲得したことは明白である
（136）
」
と。つまり Campbell 主席裁判官は、Planché 事件においては準契約に基づ
いて原告の訴えが認容されたわけではなく、むしろ被告による契約解消行為
が契約違反と評価されたが故に原告の請求が認容されたというのである。
　その上で Campbell 主席裁判官は、「仮に、将来あることをなすという契
約について、一方当事者による契約の解消が他方当事者によって成就される
べき条件の成就を不要ならしめると判断されるのであれば、この他方当事者
に訴訟でもって救済を得るために履行期の到来を待つように求める理由はな
いであろう。そして、条件の成就が不要ならしめられる唯一の根拠は、その
解消が契約違反として扱われうるということであるように思われるのであ
る
（137）
」と述べる。
　要するに Campbell 主席裁判官は、Planché 事件判決を契約違反に基づく
損害賠償請求が認容された事案であると理解した上で、一方当事者による契
約解消行為によって他方当事者は自身の側の義務を履行することなく　　す
なわち、一方当事者の義務の履行期が到来する前に　　損害賠償請求の訴え
を提起しうるのであり、それというのも一方当事者による履行期前の契約解
消行為　　すなわち履行拒絶　　が契約違反と評価されるためであるとの一
般理論を導出したのである。この理解によれば、Planché 事件判決は、履行
期前の契約違反とそれに基づく履行期前の訴えの提起を認容した事案である
ということになり、したがって Hochster 事件の原告の主張を支持する先例
であるということになるのである。
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　第三節　分　析
　以上、Hochster 事件についてやや詳細に概観した。本節では、本稿第二
章において検討した Hochster 事件以前の法状況とも絡めつつ、Hochster
事件判決が履行期前拒絶に基づく救済を認めた論理について検討を加える。
　 1 　履行期前の契約違反の根拠
　まず、履行期到来前に契約違反は生じうるのかという点に関する
Campbell 首席裁判官の判決文をみてみよう。
　この点について、原告側弁護人である Hannen 氏は、Short 事件判決、
Lovelock 事件判決および Planché 事件判決を挙げ、履行期前であっても契
約違反が生じうること、したがって契約違反に基づく訴訟も提起しうること
を主張した。
　これに対して、被告側弁護人である Hill 氏らは、主に Phillpotts 事件判
決および Ripley 事件判決に依拠しながら、自ら履行不能状態を招来する行
為は契約違反になりうるが、履行期前の履行拒絶は違反には当たらないとい
うのが確立した法である旨を主張した
　これら当事者の主張を受けた Campbell 首席裁判官は、原告の主張を容
れる形で、履行期前であっても契約違反は生じうると判示した。その根拠
として Campbell 首席裁判官が挙げるのは、Short 事件、Ford 事件および
Bowdell 事件である。
　Campbell 首席裁判官が依拠する諸判決は、本稿第二章においてみたよう
に、いわゆる自招的履行不能の法理に関するものである。これらの判決にお
いて示されていたのは、履行期前に自ら履行不能状態を招来した者は、相手
方から直ちに訴えを提起されうるという準則であった。
　ここで注目すべきなのは、これら自招的履行不能の法理を表明したとされ
る諸判決に対する Campbell 首席裁判官の分析である。Campbell 首席裁判
官によれば、これらの判決において履行期前の契約違反が認められたのは、
一方当事者が履行不能状態に陥ったことに基づいてのことではない。という
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のも、実のところ、上記諸判決のいずれにおいても義務者は履行不能状態に
陥ってはいないためである。それでは、上記諸判決において履行期前の契
約違反はいかにして認定されたのか。この点について Campbell 首席裁判官
は、契約関係に入った当事者間に創設される特別な関係性に注目する。すな
わち、「将来あることがなされるという契約がある場合、その契約期間中は
当事者間にある関係が構築され、その間は、双方の当事者がこの関係に反し
て他方当事者を妨害しないことを黙示的に約している
（138）
」ところ、「当事者の
うちのどちらかがこの関係を拒絶した場合には、黙示的な契約に対する違反
がある
（139）
」というのである。
　要するに、Campbell 首席裁判官がこの判示部分で行っているのは、自招
的履行不能の法理を、契約関係を維持するという黙示的な約束に対する違反
として再構成するという作業なのである。Campbell 首席裁判官は、自招的
履行不能の法理をめぐる諸判決から抽出された黙示的な約束に対する違反を
履行期前に契約違反が生じることの根拠とし、ひいては履行期前の履行拒絶
が契約違反となりうる根拠とするのである。
　このような Campbell 首席裁判官の論理については批判もある。すなわ
ち、Campbell 首席裁判官は契約当事者間に生じる関係性を導くに当たって
Elderton 事件判決に依拠していた
（140）
のであるが、この点について、雇用契約
をめぐる紛争であった Elderton 事件において示された論理を雇用契約以外
の契約一般に妥当する論理として拡張することには無理があるとの指摘があ
る
（141）
。また、Campbell 首席裁判官が婚姻契約をめぐる判例　　Short 事件判
決　　にも言及している点について、男女間に特別な法的地位を創出する婚
姻契約と通常の双務契約とを同列に論じることは奇抜 fanciful であるとも
指摘される
（142）
。さらに、第二章第二節においてみたように、自招的履行不能の
法理は、その元を辿れば条件付捺印金銭債務証書をめぐる判例法理に行き着
くのであるが、そこでは Campbell 首席裁判官がいうような契約当事者間の
特別な関係性といった観点は示されていなかったのである
（143）
。
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　このように、Campbell 首席裁判官の論理には批判もあるが、いずれにし
ても「この方法によって、Campbell 首席裁判官は、将来の義務に対してい
かにして違反することができるのかという逆説を解消しただけでなく、履行
不能化と履行拒絶とを統合する一般的な法理を創造したのである
（144）
」。
　 2 　履行期前に訴訟を提起しうる根拠
　次に、履行期前に訴訟を提起することができるとする根拠について、
Campbell 首席裁判官が述べるところをみてみよう。
　被告側弁護人は、履行期前の履行拒絶は単なる契約解除の申込みに過ぎな
いとの立場から、本件の原告には、被告からの解除の申込みを受け入れる
か、さもなければ履行期の到来を待ってから契約違反の責任を問うかの二つ
に一つの選択肢しかないと主張した。このような被告側弁護人の主張に対し
て、Crompton 裁判官が、原告は他の雇用主と契約を結び損害の軽減を図っ
た上で履行期到来後に被告の契約違反責任を問うことは出来ないのかとの質
問を発したところ、被告側弁護人は、そのようなことは出来ないと応答した
のである。
　ある論者によれば、被告側弁護人のこの応答が、被告の敗訴を決定付けた
要因の一つであるという。「被告側弁護人は、履行拒絶は単なる契約解除の
申込みであったということによって、依頼人のためにあまりにも多くを主張
しすぎたのである。……Crompton 裁判官の質問に対して、被告側弁護人は
次のように答えるべきであった。すなわち、被告からの履行拒絶に基づい
て、原告は直ちに別の仕事を探す権利を得、かつ拒絶された契約の下で合意
された自身の役務を提供するための用意をし続け、役務を提供する意思を持
ち続けるべき義務から解放される、と。これは確かに既存の法に合致するも
のであり、また疑いなく、論争が交わされた当時の英国法であった
（145）
」と
（146）
。
　なるほど確かに、本稿第二章でみたように、契約の一方当事者が相手方の
履行行為を妨げた場合には、当該相手方はもはや自身の義務を履行すること
なく反対給付を請求することができるというのが、当時すでに確立された準
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則であった
（147）
。また、ここでいう履行妨害とは、必ずしも物理的な妨害行為に
限られるものではなく、権利者による受領拒絶も妨害行為に含まれるとされ
ていた
（148）
。したがって、これによれば、本件原告は、被告による履行拒絶の後
は自身の義務を履行することなく、さらにいえば他の雇用主との新たな契約
を締結した上で、反対給付を請求することが出来たようにも思われる。もっ
とも、先にも述べたように、履行妨害の法理が典型的に妥当する場面とされ
ていたのは、妨害を受けた当事者の義務についての履行期が既に到来してい
る場面であった。本件においては、原告の義務についての履行期は未だ到来
していなかったのであり、その意味で履行妨害の法理がそのまま妥当する事
案ではなかったともいえる。
　ともあれ、被告側弁護人の論理によれば、本件原告が辿るべき道は次の二
つに一つであることになる。すなわち、第一に、被告からの契約解除の申込
みを受け入れる代わりに、被告に対する一切の契約違反責任の追及を断念す
る。第二に、被告からの契約解除の申込みに応じず、その代わりに履行期が
到来するまで契約の履行のために用意をし、かつ履行のための意思を持ち続
けた上で被告に対して契約違反責任を追及する。この二つである。
　仮に原告が第一の道を選択した場合、どのような結果になるか。本稿第二
章においてみたように
（149）
、当時の英国法においても、契約を合意解除した当事
者は、相手方にすでに提供したもの　　金銭や役務など　　があればその返
還を　　役務を提供していた場合には、提供した役務分の対価を　　求める
ことが出来た。準契約の法理に基づく解決である。したがって本件原告も、
被告からの履行拒絶を受け入れて契約を合意解除したとしても、すでに被告
に対して提供したものがあれば、 その返還を求めることは出来たはずである。
　しかし本件は、Planché 事件のように、すでに一方の当事者がその義務を
　　たとえ一部でも　　履行していたような事案とは異なり、当事者双方の
義務が未履行であった。したがって、本件原告は、準契約の法理に基づいて
は救済を得ることは出来なかったのである。本件において原告が契約に基づ
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く救済を否定されるということは、とりもなおさず、原告には何らの救済も
与えられないということを意味したのである
（150）
。
　他方で、原告が第二の道を選択した場合には、どのような結果になるか。
被告側弁護人によれば、この場合に原告は、被告に対して契約違反の責任を
追及するためには、恐らくは無駄になるであろうことを認識しつつ、履行期
まで自身の義務を履行するために準備し続けなければならないことになる。
履行期到来後に原告が被告の契約責任を追及するためには、自身の側で契約
の履行に向けた用意と意思を持ち続けていたことを証明する必要があるため
である。この場合原告は、新たに第三者との間で雇用契約を締結することは
出来ない。何故ならば、第三者と雇用関係を結ぶ行為は、原告が履行期まで
当初の契約の履行に向けた用意と意思を有していなかったことを示すものに
他ならないためである。つまり原告は、第二の道を選択した場合、損害の軽
減に向けた行動を採ることが実際上できず、かえって無駄な費用ないし損害
を被らなければならないということになるのである。
　このような被告側弁護人が示した理論　　履行期前の履行拒絶＝契約解除
の申込という理論　　は、原告に対して酷な、あるいは不合理な結果をもた
らすものであるように裁判官らの目に映った。そこで、このような結果を回
避するために、Campbell 首席裁判官は、被告からの履行拒絶を受けた原告
に対して直ちに訴えを提起することを認めたのである
（151）
。
　ここで Campbell 首席裁判官は、被告の履行拒絶によって無駄になる可能
性が高いと見込まれるにもかかわらず、原告に履行行為を強いることは合理
的でないと考えたようである。このような場合に原告に履行行為を強いるこ
とは、そのために費用と時間とを無駄に費消することを強いることになるの
みならず、最終的に被告が契約違反を犯した場合に被告が負担することにな
るであろう損害賠償額を増加させもする。被告が履行拒絶をしている場合に
原告に履行行為を強いることは、当事者の誰にとっても利益とならない可能
性が高く不合理である、と。
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　要するに、Campbell 首席裁判官は、Hochster 事件において当事者双方
にとって経済的に合理的な解決を追及したといえよう
（152）
。なお、これとよく似
た合理的思考方法は、履行妨害の法理から派生した擬制的役務提供法理をめ
ぐって、この法理を否定するために用いられていたところである。すなわ
ち、犠牲的役務提供法理が認められるとすると、例えば雇用者が不当に解雇
するなどして被用者の履行を妨害した場合に、被用者は役務を提供すること
なく報酬を受けることができるということになりかねないが、その前提とし
て被用者は新たな雇用主との雇用契約を締結することを差し控えるべきこと
となりかねない。これは不合理ではないか。むしろ被用者は、雇用主から履
行妨害を受けた後には、直ちに他の雇用主と雇用契約を結ぶなどして損害の
軽減に務めるべきであるとする方が合理的なのではないか、と考えられてい
たのである
（153）
。また、当事者全体の経済的合理性を志向する Campbell 首席裁
判官の思想は、Hochster 事件の二年前に同裁判官が担当した、履行妨害法
理の適用をめぐる Cort 事件判決においても示されていたところであった
（154）
。
このことから示唆されるのは、Cort 事件判決も Hochster 事件判決も、共
に Campbell 首席裁判官の一貫した思想
（155）
に基づいて下された判決であるとい
うこと、そして同様の思想が当時の裁判官にも多かれ少なかれ共有されてい
た
（156）
ということである。いずれにしても、当事者双方にとっての経済的合理性
という観点が、Hochster 事件において、裁判所をして原告の請求を認容せ
しめる実質的根拠を形成したであろうことは確認されてよいであろう。
　 3 　先例との関係性
　最後に、Hochster 事件判決の結論は一見したところそれまでの先例と矛
盾するようにも思われるところ、この点がいかにして対処されたのかについ
てみてみよう。
　被告側弁護人は、原告の訴えを退けるべきであるとの主張の根拠として
Phillpotts 事件判決および Ripley 事件判決における Parke 裁判官の意見を
挙げる。なるほど、これらの判決における Parke 裁判官の意見は、履行期
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前の履行拒絶はそれ自体としては契約違反たりえないということを明らかに
しているようにも読める。
　この被告側弁護人の主張に対して、原告側弁護人は次のように論じて反論
を試みた。すなわち、その表現の仕方からみて、「Parke 裁判官には、『撤回
しえない履行拒絶』をも含めて履行期前の履行拒絶一般が契約違反ではない
とまで主張する意図はなかったものと思われる。未履行契約における一方当
事者が予め契約の履行を拒絶し、他方当事者がこれを真に受けて自らの義務
を履行不能にするような形で行動した場合には、履行拒絶はもはや撤回しえ
ないというべきである」と。つまり、Parke 裁判官が契約違反ではないと
した履行期前の履行拒絶とは、撤回することができる履行拒絶に限られる。
もはや撤回しえない履行期前の履行拒絶は、契約違反に当たると解する余地
がある。そして、履行期前の契約違反を撤回不可能にする要因としては、履
行拒絶の相手方が、この拒絶を信頼し、それに基づいて自らの義務の履行を
不可能にするような態様で行動した場合が挙げられる、というのである。要
するに、原告側弁護人は、Phillpotts 事件判決と Ripley 事件判決における
Parke 裁判官の意見を制限的に解釈することによって、その障壁を回避しよ
うと試みたのである
（157）
。
　このように、原告側弁護人が Parke 裁判官の意見を再解釈しようと試
みたのに比べると、裁判所の応答はいささか簡素である感を免れない。
Campbell 首席裁判官は、Parke 裁判官の意見について「仮に Parke 裁判官
が、そのような履行拒絶の後でも、原告は、契約に基づく救済を得るために
は、自身の側の契約を履行し穀物を提供するために費用と損失を被らなけれ
ばならないと考えたのであれば、彼には賛成出来ない」と、結論を述べるだ
けである。
　その上で、Campbell 首席裁判官は、Planché 事件判決に言及しつつ、履
行期前の履行拒絶はそれ自体として契約違反たりえ、被害当事者は直ちに損
害賠償を求める訴えを提起しうると述べるのである。しかし、本稿第二章で
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みたように
（158）
、Planché 事件は準契約の法理に基づく提供役務相当金額の請求
が問題となった事案だったのであり、契約違反に対する損害賠償の請求が問
題となったわけではなかった。すると、Planché 事件判決に基づいて履行期
前の履行拒絶を理由とした損害賠償請求を根拠付けることには若干の無理が
あるといえよう。
　むしろ、Planché 事件判決において原告の訴えが認容されたのが準契約の
法理に基づいてであったのならば、問題となっていた契約は当事者の合意に
よって解消されたことが前提となっているといえる。Planché 事件判決は、
被告による行為が契約解消の申込みとしての性質を持ち、これに対して原告
が同意を与えたことによって契約が解消され、その結果として原告の準契約
の法理に基づく提供役務相当金額の請求が認容されたというものなのであ
る。そうすると、Planché 事件判決は、Hochster 事件の原告にとって有利
な材料というよりも、むしろ履行期前の拒絶は契約解消の申込みに過ぎない
とする被告の主張を補強する材料であったともいえるのである
（159）
。
　それにもかかわらず Campbell 首席裁判官は、Planché 事件判決を原告に
とって有利な材料であると解釈する。その背景には、被告の主張に合致する
ように Planché 事件判決を評価することによって引き起こされる不合理な
結果に対する、先にみたような実質論的な警戒があったものと考えられる。
　しかし、ここで Campbell 主席裁判官が展開する理論には、やはり無理が
あるといわざるをえないであろう。繰り返しになるが、そもそも Planché
事件は、提供役務相当金額の請求が認められた事案であったのであり、契約
違反に基づく損害賠償が問題となった事案ではなかった。このことは、正式
事実審における Tindal 主席裁判官の判示からも明らかである
（160）
。
　いずれにしても、Hochster 事件判決は、先例との整合性につき難を残す
結果となってしまっているといえるであろう。
　 4 　まとめ
　Hochster 事件判決を全体としてみると、実際的な当事者間の公平ないし
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便宜　　と Campbell 首席裁判官が考えるもの　　のために、先例との論理
的な整合性は必ずしも重視されなかったとの印象を受ける。とりわけ、履行
期前の履行拒絶は契約違反には当たらないとする Parke 裁判官の Phillpotts
事件判決や Ripley 事件判決における意見や、履行期前の履行拒絶につき準
契約の法理に基づく救済を認めたとされる Planché 事件判決との整合性に
ついては難があったと言わざるをえないであろう。さらに、先にもみたよう
に、Hochster 事件自体は、履行期前の履行拒絶に対して直ちに訴えを提起
しうるとの論理を採用せずとも、当時すでに確立されていた履行妨害の法理
を用いることによって解決することが可能な事案であったとも評価されてい
る。そうであるならば、コモン・ロー圏における履行期前拒絶の法理とは、
Hochster 事件における被告側弁護人の弁論およびそれに対する裁判官の反
感によって導かれた、ある意味で偶発的な法理であったと評価することもで
きよう。
　しかしその一方で、Hochster 事件判決は、それ以前の法状況の延長線上
に位置づけることも可能であると思われる。確かに、Campbell 首席裁判
官の判旨には、論理的な整合性よりも結果的な妥当性を重視するという姿
勢が滲み出ている
（161）
。しかしそれは、Hochster 事件判決が先例と全く無関
係に下されたものであるということを意味しないのは当然である。むしろ
Campbell 首席裁判官自身は、先例において示されていた諸法理に基づいて
Hochster 事件を処理しうると考えていたのではないか
（162）
。とりわけ、自招的
履行不能の法理を黙示的約束に対する違反として再構成し、履行期前の履行
拒絶をそこに含ましめるという作業は、Campbell 首席裁判官のこのような
態度を示すものであるといえるのではないだろうか。さらにいえば、履行期
前の履行拒絶は契約違反であり直ちに損害賠償を請求することができるとい
う一般論を導くに当たって Planché 事件判決が根拠とされていたことから
も　　その妥当性はともかく　　このような Campbell 首席裁判官の姿勢が
窺えよう。
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　また、履行妨害の法理およびそこから派生した擬制的役務提供の法理をめ
ぐる諸先例をみると、Hochster 事件判決において Campbell 首席裁判官が
重視したであろう具体的な妥当性という観点　　当事者双方にとって経済的
に合理的な解決という観点　　は、当時の多くの裁判官らによって共有され
ていたことが窺われるのである。
　そうであるならば、Hochster 事件判決に至る道は、自招的履行不能の法
理や履行妨害の法理をめぐる先例によってすでにある程度踏み固められてい
たともいえるのではないか。あるいは、Hochster 事件判決は、諸先例がそ
れぞれ辿ってきた道の一つの合流点であったともいえるかもしれない。
　いずれにしても、Hochster 事件判決によって英国法は履行期前拒絶の法
理を承認したのであるが、それは当時の法状況下での必要に迫られてという
よりは、被告弁護人の弁論とそれに対する裁判官らの反感、および当時生起
しつつあった合理主義的発想が絡まりあってのことであったと評価しうるで
あろう。
第四章　結　論
　第一節　日英法比較
　第一項　はじめに
　以上、本稿では、コモン・ロー史上初めて履行期前拒絶の法理を宣言した
とされる Hochster 事件について、それ以前の法状況がいかなるものであっ
たのか、Hochster 事件判決はそれまでの法状況といかなる関係に立つもの
なのかという観点から分析を加えてきた。これは、英国法において履行期前
拒絶の法理がいかなる法状況の下で誕生したのかを明らかにし、そのような
法状況と我が国の現在の法状況とを比較することによって、我が国において
履行期前拒絶の法理が顕在化してこなかったのはなぜか、我が国において履
行期前拒絶の法理を採用する必要が果たしてあるのかといった点について検
討するためであった。
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　これまでの本稿における検討の結果、履行期前拒絶の法理が確認される以
前の英国法の状況は、概ね次のようにまとめられるものであったことが明ら
かになった。すなわち、①双方の当事者が義務を負う場合において、一方当
事者が自らの負担する義務を自ら履行不能とした場合、他方当事者は履行期
前であっても直ちに損害賠償を求めて訴訟を提起することが出来た（自招的
履行不能の法理）。また、②双務の当事者が義務を負う場合において、一方
当事者が他方当事者の履行行為を妨害　　ここでいう妨害には、他方当事者
からの履行の受領を拒絶することも含まれる　　した場合には、その他方当
事者は自らの義務を履行することなく損害賠償を求めて訴訟を提起すること
が出来た（履行妨害の法理）。また、③双方の当事者が合意に基づいて契約
を解消した場合には、それぞれ相手方に提供した物や役務相当分の金銭の支
払いを求めることが出来た（準契約の法理）。さらに、④履行期前の履行拒
絶はそれ自体としては契約違反を構成しないとの先例もあった。
　さて、上記 Hochster 事件当時の英国法の状況と現在の我が国の法状況と
を比較してみると、どのようなことがわかるのか。以下本節では、英国法と
日本法とを対比・検討することとする。　
　第二項　自招的履行不能の法理について
　かつての英国法において自招的履行不能の問題として処理されたような事
案の多くは、我が国ではいわゆる社会通念上の履行不能の問題として処理さ
れるであろう。まず、Short 事件や Caines 事件のような事案は、我が国で
は婚約ないし婚姻予約の不当破棄の問題として処理されるであろう。
京都地判昭和29年11月 6 日下民 5 巻11号1829頁
【事案】　原告（女性）と被告（被告）は将来の婚姻を約した上で交際
を続けていた。被告は、母親の許しが出るまで正式な婚姻は待ってもら
いたい旨を述べ、原告もその言葉を信じていた。然るに被告は、原告と
交際を始めた当初から事実上の婚姻関係にあった原告以外の女性と婚姻
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をしてしまった。そこで原告が婚姻予約の不履行に基づく損害賠償を求
めて訴訟を提起した。
【判旨】　裁判所は、「原被告間の婚姻予約は当初成立の始めより被告の
不純なる動機により成立したのみならずその後被告が〈原告以外の女
性〉と正式婚姻届出することにより、履行不能となつたものであつて被
告に右不履行につき責任あるや明かである」として、原告の訴えを認め
た。
　周知のように、婚約ないし婚姻予約を法的にいかなる性質のものとして構
成すべきか、その不当破棄による責任は契約に基づくものか不法行為に基づ
くものかといった点については夥しい議論の積み重ねがあり、本稿において
詳細に立ち入ることは叶わない。ここでは、Short 事件や Caines 事件と類
似の事案が、我が国においては婚約ないし婚姻予約の不当破棄の問題として
扱われうること、その際には婚姻予約の履行不能という法律構成が採用され
うること
（163）
が確認できればよい。
　次に、Bowdell 事件と Lovelock 事件は売買目的物が二重に譲渡された事
案であったが、このような事案は、我が国では、いわゆる社会通念上の履行
不能が問題となりうる典型的な場面であるとされてきた。
大判大正 2 年 5 月12日民録19輯327頁
【事案】　被告は原告に土地建物を売却したにもかかわらず、重ねてこ
れを第三者に譲渡した。そこで原告は、被告との契約を解除損害賠償を
求めて訴えを提起した。
【判旨】　裁判所は、次のように論じて原告の訴えを認めた。すなわ
ち、「民法第四百十五条同第五百四十三条ニ所謂履行不能ハ必スシモ物
理的不能ヲ意味スルモノニアラス一般取引上ノ観念ニ従ヒ其然ルヤ否ヤ
ヲ断別スルコトヲ要スルヲ以テ債務ノ履行カ物理的ニハ尚ホ可能性ヲ失
却セサル場合ト雖モ取引上ノ観念ニ於テ之ヲ不能視スヘキモノナルトキ
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ハ其履行ハ我民法ノ意義ニ於テ不能タルヲ妨ケサルヲ以テ債権者ノ為メ
ニ全部賠償ノ請求権ト契約解除権トヲ認メサルヘカラス……売主カ売買
ノ目的物ヲ第三者ニ譲渡シタル場合ト雖モ売主ハ更ニ第三者ヨリ其所有
権ヲ譲受ケ之ヲ買主ニ移転スルコトハ物理的ニハ不能ナリト謂フコト能
ハサルモ第三者カ果シテ再譲渡ノ要求ニ応スルヤ否ヤ売主カ果シテ第三
者ヲシテ目的物ノ再譲渡ヲ承諾セシムルノ手段方法ヲ有スルヤ否ヤハ全
ク不明ニシテ疑ハシキ場合ニ於テハ之ヲ否定スルヲ以テ取引上ノ通念ト
為スニ依リ売主カ買戻其他ノ方法ニ依リテ第三者ヨリ目的物ノ所有権ヲ
回復シ之ヲ買主ニ移転スルコトノ可能ナル事実ヲ証明シタル場合ハ格別
其他ノ場合ニ於テハ売主カ買主ニ対シテ負担セル所有権移転ノ義務ハ履
行不能ノ状態ニ在ルモノト断定セサルヘカラス」と
（164）
。
　Ford 事件は、不動産の二重賃貸借事案であった。賃借権の二重設定につ
いて我が国の判例は、最判昭和28年12月18日民集 7 巻12号1515頁で、不動産
の賃借権につき対抗要件を備えた第一賃借人からの第二賃借人に対する妨害
排除請求権の行使を認め、また最判昭和37年 7 月20日16巻 8 号1583頁で、不
動産につき二重に賃借権を設定し第二賃借人に目的物の使用・収益をなさし
めた賃貸人が第一賃借人との関係で債務不履行責任を負うことを認めてい
る。これらの判例によれば、我が国では、少なくとも一方の賃借人が目的物
の使用・収益をなし、かつ賃借権につき対抗力を備えている場合には、賃貸
人は他方の賃借人との関係では履行不能に陥ったと評価されよう。
　このように、英国においてかつて自招的履行不能の問題とされた事案は、
我が国においては（社会通念上の）履行不能の問題として扱われていること
が窺われるのである。
　第三項　履行妨害の法理について
　英国法における履行妨害の法理とは、要するに、権利者が義務者からの弁
済の受領を拒むなど履行行為を妨害をする場合には、義務者は弁済の提供を
することなく権利者に対して契約責任を追及しうるというものであるが、こ
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れは我が国では受領拒絶ないし弁済の提供
（165）
の問題となろう。
　我が民法上、債務者は、債務の本旨に従った弁済の提供をなさなければ債
務不履行責任を負う（492条、493条参照。ただし、一定の場合には口頭の提
供で足りる。493条但書）。しかし、判例によれば、債権者が債務者からの弁
済の提供を拒む場合には、債務者は弁済を提供せずとも債務不履行責任を免
れるという。
最判昭和32年 6 月 5 日民主11巻 6 号915頁
【事案】　原告は被告に建物を賃貸していたが、その後契約の解除を主
張して被告に建物の明渡しを求めて訴えを提起した。これに対して被告
は、原告による解除が不当であったとして争った。そこで原告は、仮に
契約の解除が無効であるとしても、被告は本件明渡訴訟が提起された後
の賃料を支払っていないため、原告はやはり契約を解除できると主張し
た。
【判旨】　裁判所は次のように論じて、原告の訴えを退けた。すなわ
ち、「債務者が言語上の提供をしても、債権者が契約そのものの存在を
否定する等弁済を受領しない意思が明確と認められる場合においては、
債務者が形式的に弁済の準備をし且つその旨を通知することを必要とす
るがごときは全く無意義であつて、法はかかる無意義を要求しているも
のと解することはできない。それ故、かかる場合には、債務者は言語上
の提供をしないからといつて、債務不履行の責に任ずるものということ
はできない」と
（166）
。
　さらに判例によれば、債権者が自身の負担する債務の履行を拒絶する意思
を明らかにしている場合には、債務者は弁済の提供をなさずとも債権者の債
務不履行責任を追及しうるという。
最判昭和41年 3 月22日民集20巻 3 号468頁
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【事案】　原告は被告から土地建物を購入したが、後に被告が原告の債
務不履行を理由として一方的に契約を解除し、本件土地建物を第三者に
賃貸してしまった。そこで原告は、被告の債務不履行に基づき契約を解
除し、差入れていた手付の倍戻しを求めて訴訟を提起した。これに対し
て被告は、原告が被告の債務不履行責任を追及するためには、まず原告
が弁済の提供をなす必要があるところ、原告はこれをなしていないとし
て争った。
【判旨】　裁判所は、「双務契約において、当事者の一方が自己の債務の
履行をしない意思が明確な場合には、相手方において自己の債務の弁済
の提供をしなくても、右当事者の一方は自己の債務の不履行について履
行遅滞の責を免れることをえないものと解するのが相当である」として
原告の訴えを認めた。
　このように判例は、第一に、債権者が受領を拒む意思を明確にしている場
合には、債務者は弁済の提供をなさずとも債務不履行責任を免れうること、
および第二に、債権者が反対給付の履行を拒絶する意思を明確にする場合に
は、債務者は弁済の提供をなさずとも債権者の債務不履行責任を追及しうる
（167）
という法理を明確にしている。ここで問題となるのは、両法理の関係性であ
る。第一法理は、債権者が受領を拒絶する場面を念頭に置いているのに対し
て、第二法理は債権者が反対給付の履行を拒絶する場面を念頭に置いている
のであって、それぞれ問題となる場面が異なるとも考えられるためである。
　この点については、債権者による受領拒絶と反対給付の履行拒絶とは表裏
の関係にあるとみることによって、両法理に連続性を見出すことができるよ
うに思われる。かつて我妻榮は、「双務契約の相手方が自分の債務を履行し
ないことが明確な場合には提供しないで解除しうるという判例法理には、受
領拒絶の意思が明確なときは提供不要という思想が含まれている
（168）
」と指摘し
たが、これは履行拒絶と受領拒絶とが表裏の関係にあることの指摘に他なら
ないであろう
（169）
。また、上記昭和41年最判の解説において、上記昭和32年最判
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が「問題をやや異にはするけれども、考え方の基礎において本判決の理論と
相通ずるものがある
（170）
」として言及されていることも、両法理の連続性を窺わ
せる。
　このようにいえるとすると、上記判例法理は次のようにまとめることがで
きよう。すなわち、双務契約の一方当事者が受領を拒絶する意思を明確にす
る場合には、他方当事者は、自らの負担する債務の弁済を提供せずとも債務
不履行責任を負うことはなく、かえって相手方の債務不履行責任を追及しう
る、と。これは、かつての英国法において履行妨害の法理とされたものと酷
似している。この点に関連して興味深いのは、次の事案である。
最判昭和34年 8 月28日民集13巻10号1301頁
【事案】　原告は、高圧バルブの口金10万個を制作し、これを被告に引
き渡す旨の契約を締結した。然るに被告は、その後口金の個数を 2 万個
に減らしてほしい旨を原告に要求した。ところが、原告はこの時点です
でに下請会社との間で10万個の口金製造契約を締結しており、かつその
うちの 3 万個分の製造は完了していたため、被告からの要求に応じるこ
とが出来ず、被告に対して製作済みの口金の受領を求めた。ところが被
告はこれを拒絶し、契約履行の意思がないことを表明した。そこで原告
は、被告に対して、 2 週間以内に製作済みの口金を受領した上で代金を
支払うべきこと、さもなければ契約を解除する旨の意思表示をなした
が、被告はこれにも応じなかった。そこで原告は、契約解除の確認と損
害賠償を求めて訴訟を提起した。
【判旨】　裁判所は次のように論じて、原告の訴えを認めた。すなわ
ち、「本件においては、上告会社は、二万個以上の製品を受領するの意
思なく、出来上つた当初の製品三万個の受領も拒絶して、被上告会社と
の間の本件契約の履行をあらかじめ拒絶しているのであるから、このよ
うな事情のもとにおいては、被上告会社が右のごとく製品につき引渡し
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の準備をなし受領の催告をした以上、上告会社は、自己の債務につき不
履行の責を免れることを得ないものであり、従つて、被上告会社の契約
解除は、その効力を生じたものと解するのを相当とする」と。
　本件では、債権者の受領拒絶意思が明確である場合には、債務者は債務の
一部を提供することのみで　　つまり、残部については提供することなしに
　　債権者の債務不履行責任を追及しうることが確認されており
（171）
、前記判例
法理と軌を一にしている。一見してわかるように、本件は本稿第二章第三節
において紹介した Cort 事件と酷似している。このことからも、英国におい
て履行妨害法理の問題とされていた問題が、我が国では受領拒絶ないし弁済
の提供の問題として扱われていることが窺われるのである。
　第四項　準契約の法理について
　英国法における準契約の法理は、我が国でいえば不当利得返還請求ないし
合意解除後の原状回復請求、さらには事務管理に基づく費用償還請求などに
相当するだろう
（172）
。
　第二節　分　析
　第一項　なぜ我が国においては履行期前拒絶の法理が生成されなかったのか
　以上みてきたところから、Hochster 事件当時の英国法の状況と我が国の
現在の法状況とは、相当程度に類似しているといえよう。当時の英国法と我
が国との対応関係を強いて整理すれば、次表のようになろう。
　それでは、なぜ英国においては履行期前拒絶の法理が生成し、我が国では
履行期前拒絶の問題が顕在化しないままであったのか。これが、本稿の答え
るべき問いの一つであった。この点についての筆者の見解は次のようなもの
である。
　本稿第三章においてみたように、英国における履行期前拒絶の法理は、当
時の英国法の状況下で論理必然的に導かれたというよりも、Hochster 事件
における被告側弁護人の行き過ぎた主張とそれに対する裁判官の反感によっ
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て導かれたという観が強い。そうであるならば、我が国において履行期前拒
絶の法理が生成されなかったのは、上記のような事情が我が国において介在
しなかったためであるといえるのではないか。
　また、Hochster 事件は履行期前拒絶の法理という新たな法理を生成する
までもなく当時の英国法によって解決することが可能であったという指摘が
あること、および当時の英国法の状況と我が国の法状況とが類似していると
いうこととを併せて考えると、次のようにいうことも出来るのではないか。
すなわち、我が国においては、履行期前拒絶のような事実が生じたとして
も、それは、社会通念上の履行不能や受領拒絶ないし弁済の提供、あるいは
合意解除後の原状回復や不当利得返還請求といった問題に還元され、処理さ
れてしまうのではないか。そしてこのことが、我が国における履行期前拒絶
の法理の生成を妨げてきたのではないか、と。事実、我が国において履行期
Hochster 事件
以前の英国にお
ける法状況
事件例 事案の概要
我が国における法
状況
一方当事者が
自ら履行不能
状況を招来し
た場合
自招的履行不能
の法理
Short 事件
婚約者が他の第三
者と婚姻した事案
社会通念上の履行
不能
Ford 事件
建物が二重に賃貸
借された事案
Bowdell 事件
干草が二重に売買
された事案
Lovelock 事件
不動産が二重に売
買された事案
一方当事者が
他方当事者の
履行行為を妨
げた場合
履行妨害の法理 Cort 事件
制作物供給契約に
おいて買主が受領
拒絶した事案
受領拒絶
弁済の提供
当事者間の合
意によって契
約が解除され
た場合
準契約の法理 Planché 事件
原稿執筆契約が中
途解消された事案
不当利得返還請求
合意解除による原
状回復請求
事務管理に基づく
費用償還請求
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前拒絶が問題となった数少ない事案の一つであるとされる東京地判昭和34年
6 月 5 日下民集10巻 6 号1182頁では、履行期前拒絶が履行不能に準えて解決
されたのである。
東京地判昭和34年 6 月 5 日下民集10巻 6 号1182頁
【事案】　原告は被告との間で真鍮屑の売買契約を締結したが、被告は
目的物の価格が値下がりしていることから代金減額に応じない限り代金
を支払わない旨強硬に述べ、原告が目的物を引き渡す用意がある旨を伝
えても、これを受領しない旨言明した。そこで原告は、直ちに契約を解
除した上で目的物を第三者に売却し、被告に対して損害賠償を請求し
た。これに対して被告は、原告による解除は催告を欠いたものであると
して争った。
【判旨】　裁判所は、「債務者においてその債務（本件でいえば約定代金
支払債務）の履行を履行期日の経過前に強く拒絶し続け、その主観にお
いても履行の意思の片りんだにもみられず、一方その客観的状況からみ
ても、右の拒絶の意思をひるがえすことが全く期待できないような状態
においては、その債務の履行は民法所定のいわゆる履行不能と同一の法
律的評価を受けてもよいと考えられるのであるから、債権者としては履
行期日の経過前においても民法第五百四十三条の精神に則つて、何等催
告を要せずして契約を解除することができるものといわなければならな
い」として、原告の訴えを認めた。
　また、先にみた最判昭和34年 8 月28日の事案は、提供すべき口金のうち未
製造であった部分については被告が履行期前に履行を拒絶したともいえるも
のであった。ただ、実際に訴訟が提起されたのが履行期到来後であったた
め、結局、被告による受領拒絶と原告による弁済の提供の要否といった問題
として処理されてしまったのである
（173）
。
　また、仮に我が国において Hochster 事件と同様の事件が起きたとして
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も、そこで問題となる旅行従者契約は準委任契約ないしそれに準じる契約と
評価されるであろう。この場合、我が民法は委任契約の当事者に任意解除権
を認めている（民法651条 1 項）から、旅行者（委任者）はいつでも　　債
務不履行責任を負うことなく　　旅行従者契約を解除することが出来る。も
ちろん、従者（受任者）にとって不利な時期に旅行従者契約が解除された場
合には、旅行者は、やむを得ない事由のない限り、従者に生じた損害を賠償
しなければならない（民法651条 2 項）が、いずれにしても、（準）委任契約
の当事者に任意解除権を認める我が民法の下では、Hochster 事件のような
事案は、もっぱら契約の任意解除とそれに伴う損害賠償の問題として扱われ
るであろう。このことも、我が国において Hochster 事件が起こらない原因
の一つである可能性がある。
　第二項　我が国において履行期前拒絶法理を承認する意義はあるか
　さて、前項でみたように、履行期前拒絶の問題が我が国既存の法理によっ
て処理されているとすれば、我が国において果たして履行期前拒絶の法理を
あえて強調する必要があるのかが問われることになる。これが、本稿が答え
るべき問いの第二のものである。
　この点についての筆者の見解はこうである。なるほど確かに、我が国既存
の法制度によっても履行期前拒絶の問題に部分的には対応出来るかもしれな
い。しかしそれでも、問題の受け皿としては必ずしも十分ではないのではな
いか。
　まず、履行不能についていえば、確かに我が国の裁判例は、履行期前拒絶
をして履行不能に準えるという姿勢を示してきた。しかし、このような擬制
にはやはり論理的な無理が伴う。債務者は単に履行を拒絶しているに過ぎ
ず、事実として未だ履行は不可能になっていない。したがって債権者として
は、履行期前拒絶にもかかわらず、なお履行期到来後に履行を強制すること
が可能なはずである
（174）
。履行の強制が可能である状態を履行不能に準えるのに
は違和感を覚える
（175）
。加えて、金銭債務者が履行期前拒絶をするような場面を
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念頭に置くとき、そのような拒絶を履行不能に準えることにはより一層無理
があるといわざるをえない
（176）
。
　弁済の提供や受領拒絶、受領遅滞の制度はどうか。ここで想起されるべき
は、Hochster 事件判決に対して、同事件は、履行期前拒絶に基づいて直ち
に訴訟を提起させずとも、原告は被告からの履行拒絶によって自身の義務を
提供する必要を免れること、および原告は被告の義務の履行期が到来するま
で待ってから改めて救済を得るべきことを確認することによって解決するこ
とが出来たはずであるとの批判があったという点である。確かに、このよう
な解決は当時の英国法において承認されていた法理によっても導くことが可
能であったかもしれない。我が国においても、履行期前の履行拒絶を受領拒
絶および弁済の提供の要否の問題として扱うことによって同様の解決を得ら
れるかもしれない
（177）
。しかし、この解決方法には次に挙げるような問題点があ
るように思われる。第一に、この解決方法では、紛争の最終的な解決が履行
拒絶者の負担する義務の履行期まで先延ばしにされてしまう。履行拒絶者の
義務の履行期まで待ってから訴訟を提起すべきとしたのでは、訴訟に要する
時間に加え、履行期の到来を待つまでの期間も紛争を抱え込むこととなり、
取引社会の実際にそぐわないのではないか。
　第二に、履行拒絶者の義務の履行期が到来してから訴訟を提起すべきとす
る場合、その時までに拒絶者の財産状況に変動が生じる場合のあることも考
慮しなければならないであろう。
　第三に、損害を回復するための訴訟を提起するには拒絶者の履行期が到来
するまで待たなければならないというのは、被拒絶者にその間損害を負担さ
せることを意味する。しかし、履行を拒絶された当事者は、一時的にもせよ
損害を負担する必要はないといわなければならないのではないか。
　第四に、債権者が受領 / 履行を拒絶する場合には、債務者は弁済の提供
をせずとも債務不履行責任を負わず、かえって債権者の債務不履行責任を追
及しうるという判例法理は、債務者が受領拒絶を受けた時点で第三者と代替
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取引をなし、その結果当初の債務の履行につき不能となったような場合であ
っても妥当するものなのかどうか、定かではない。右判例法理に対して、学
説には「債権者も人間である以上、翻意の可能性が絶対にないということは
いいえられぬことであり、それなればこそ民法はかかる場合に、債務者の負
担を軽減しつつも口頭の提供だけは必要とすることが、信義則の要求すると
ころだとしているのである。しからばかかる〈債権者が明確に受領を拒絶す
る〉場合にも、若干の準備と通知および催告とだけは何としても必要なもの
とせざるをえまい。……いかに債権者の受領拒絶の意思が明確であっても、
提供も供託もしない債務者は債務不履行の責めを負うべきである
（178）
」との指摘
や、「債務者の受領拒絶といっても、そこには、債務者の態度その他の事情
から強弱いろいろの程度があるはずである。従って、債権者も、それに応じ
て、　　現実の提供は必要でないとしても、　　履行のために多少の準備を
する必要があるといわねばならない
（179）
」との指摘もあるところである。これら
の指摘によれば、債務者が第三者と代替取引をなした場合には、債務者は債
務不履行責任を免れず、また後に債権者の債務不履行責任を追及することも
叶わないということになりそうである。しかし、債務者が代替取引をなし、
その結果当初の義務につき履行不能となった場合には当初の債権者との関係
で債務不履行責任を免れず、また債権者の債務不履行責任を追及しえなくな
る可能性があるということは、受領 / 履行拒絶を受けた債務者の代替取引
に対するインセンティブを削ぐことになろう。
　第五に、債権者があらかじめ受領 / 履行を拒絶する場合には債務者は第
三者と代替取引をなし、その結果当初の債務の履行につき不能となった場合
であっても、債務者は債務不履行責任を負わず、かえって債権者の債務不履
行責任を追及しうるというのが判例法理であると解しても、なお次のような
問題があるように思われる。すなわち、債権者が、債務者の履行期到来より
も前に受領 / 履行拒絶の意思を明確にするような場面を念頭に置いたとき、
右判例法理のみでは妥当な結論を得られない可能性がある。例えば、債権者
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から履行期前の受領拒絶を受けた債務者が代替取引に入るなどの措置を講じ
た後、受領 / 履行を拒絶した債権者が、債務者の履行期が到来するよりも
前にその意思を翻し、債務者に対して履行請求をした場合にはどうなるの
か。この場合債務者は、債権者からの反対給付を受領した上で自らの債務の
弁済を強いられることになるであろうが、この帰結は妥当とはいいがたい。
しかし、弁済の提供および受領拒絶制度に関する判例法理による解決では
　　信義則違反や権利の濫用を問題としない限り　　このような帰結を避け
ることが出来ないように思われるのである。
　次に、履行期前拒絶を合意解除の申し込みとして構成することは不可能で
はないであろう。しかし、この構成による場合、当事者間の原状回復請求権
や不当利得返還請求権は根拠づけることが出来ようが、被拒絶者が拒絶者に
対して取得するであろう損害賠償請求権を根拠づけることは必ずしも容易で
はない。拒絶者が被拒絶者に対して生じた損害をも賠償するという内容の合
意が当事者間においてなされたと解するのは、いささか擬制が過ぎるように
思われるのである。
　最後に、履行期前拒絶の問題は、（準）委任契約の任意解除とそれに伴う
損害賠償の問題には解消されえない。このような解決は特定の契約類型にし
か妥当せず、またその際の損害賠償の範囲も履行利益にまでは及ばない
（180）
と考
えられるためである。
　以上から、履行期前拒絶の法理を我が国においても導入する意義はあると
いうのが私見である。
　第三節　結びに代えて
　以上本稿では、我が国において履行期前拒絶という問題が顕在化しないの
はなぜか、また我が国においても履行期前拒絶の法理を承認する必要がある
のかといった問いに答えるべく論を展開してきた。もっとも、本稿における
分析、とくに英国と我が国の法状況の比較、および履行期前拒絶の法理が我
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が国において果たしうる機能についての分析は、甚だ粗雑かつ不十分なもの
である。我が国において履行期前拒絶の法理が果たしうる機能について分析
するためには、本稿においてしたように、過去の事柄にのみ目を向けるべき
ではない。むしろ、履行期前拒絶を採用した英国において、その後いかなる
事案が履行期前拒絶の問題として扱われてきたのか、それらの事案が仮に我
が国で生じた場合には、既存の法理によって十分に解決しうるのかといった
観点からの検討が必要である。また、履行期前拒絶の法理を採用したことに
よって、英国法に既存の法理はいかなる影響を受けたのかという点も検討さ
れるべきである。これらの点についての更なる精緻な研究を今後の課題とし
たい。
　最後に、本稿の主題と密接に関わると思われる最近の我が国の事案を紹介
して、本稿を結ぶこととしたい。
東京地判平成22年 9 月21日判時2100号64頁
【事案】　次世代高速船の管理運営会社として設立された原告は、訴外
造船会社と造船契約を締結するとともに、被告との間で傭船契約を締結
した。本件造船契約の代金については関係金融機関からの借入金を充て
ること、および借入金の返済には被告からの傭船料収入を充てることが
予定されていた。当初、原告は被告に平成17年 4 月30日から 5 月31日ま
でに本件船舶を引き渡すべきものとされ、この期日以内に原告が船舶を
引き渡さない場合には被告は契約を解除できることとされていた。その
後、台風の影響から造船行程に遅れが生じたため、平成16年12月 2 日こ
ろまでに原被告間で船舶引渡期日を平成17年10月31日に変更することが
合意された。然るに被告は、原告が当初の期日に船舶を引き渡す準備を
整頓しなかったなどとして、平成17年 6 月 2 日に本件傭船契約を解除す
る旨の意思表示をなし、以後、本件船舶の引き取りおよび傭船料の支払
いを拒絶する意思を繰り返し表明した。かかる事情の下、原告は訴外造
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船会社との造船契約を解除され、損害賠償請求を受けるに至った。そこ
で原告は、被告の不当な契約解除によって損害を被ったとして、損害賠
償を求めて訴訟を提起した。
【判旨】　裁判所は次のように論じて、原告の主張を容れた。すなわ
ち、「契約当事者は、信義則上、当該契約の維持存続を図り、当該契約
の実現に向けた行動をとることが期待されているというべきであり、当
該契約の本旨に反し、当該契約の実現を妨げる行為を行い、契約の相手
方に損害を被らせた場合には、債務不履行に基づく損害賠償義務を負う
ものと解するのが相当である。……建造代価の支払のための関係金融機
関からの融資等、原告の資金調達を妨げる行為は、〈訴外造船会社〉か
らの本件船舶の取得、これを前提とする本件傭船契約に基づく被告に対
する本件船舶の引渡し、ひいては被告からの傭船料の収受等、本件傭船
契約の実現を妨げる行為というべきものであって、被告は、かかる行為
をしてはならない信義則上の義務を負うものというべきである」と。
　本件は、小笠原テクノスーパーライナー（TSL）事件として知られるもの
であり、「契約の尊重」といった観点からも注目されている
（181）
。ところで、本
件の事実関係によれば、実は本件は被告による履行期前拒絶の事案であった
ことがわかる。裁判所は、被告の履行期前拒絶に対して、上記引用のように
判断して債務不履行性を肯定したのである。ここに筆者は、Hochster 事件
判決との類似性を見出すとともに、今後の我が国おける判例動向
（182）
について深
く関心を寄せる次第である。
（95）英米法における準契約の法理は、非常に多様な内容を含むものであり、その生
成過程も複雑である。したがって、本稿においてその全貌を明らかにすることは困
難である。ここでは差し当たり、我が国において一般的に紹介されている内容を
引用するにとどめたい。高柳賢三・末延三次ほか編『英米法辞典』（有斐閣、1952
年）によれば、準契約とは、「不法行為及び契約と並んで、債権債務の発生原因を
日本における履行期前拒絶法理の意義について（二・完）（内田）　161
なすものであり、法が、主として、不当利得を防止する目的で、特定人の間に創造
する関係であり、不当に利得したものの価値の返還を請求する権利、ならびにその
返還をする債務を発生せしめるものである。準契約は当事者間の純然たる合意又は
契約に由来するものではないのであるが、契約による債権債務関係と近似した債
権債務関係であり、又、準契約は契約が存在せぬところに、法が契約の存在を擬
制するものであるという見解もあって、用語としても、準契約（quasi contract）
という言葉を初めとして、法廷契約（constructeve contract; contract created by 
operation of law; contract implied by law; contract implied in law）という言
葉も用いられる。非債弁済をなした者の返還請求権、契約の履行不能が生じた場
合の quantum meruit 又は quantam valebant に基づく請求権、妻に生活必需品
（necessaries）を給付した者が夫に対して取得する代金請求権、未成年者又は精神
病者に生活必需品を給付した者の代金請求権、保証人の主債務者に対する求償権、
共同不法行為者間の求償権、海難救助料の請求権等は、いずれも、準約に基づくも
のと考えられる」。また、田中英夫編『英米法辞典』（東京大学出版会、1991年）に
よれば、準契約は、意識不明の病人に治療を施した場合や自己の土地であると誤信
して改良や固定資産税を支払った場合などにも問題となるという。これらの記述か
らも、準契約がいかに多種多様な内容を含む法理であるかが理解されると思う。
なお、英国法における準契約の法理に関する概説として、J. H. Baker, An Intro- 
duction to English Legal History （Oxford University Press, 4th ed., 2007） at 
363-378を参考。同書の邦訳として、J・H・ベイカー（深尾裕造訳）『イギリス法
史入門　第 4 版　第Ⅱ部【各論】』（関西学院大学出版会、2014年）201-223頁。ま
た、我が国における英国法上の準契約の法理をめぐる研究としては、守屋善輝「英
法に於ける準契約の素描（一）（二・完）」法協51巻 7 号30頁、同51巻 8 号42頁、小
池隆一「英法に於ける準契約法理序説」慶応義塾大学法学部編『慶應義塾創立百年
記念論文集　（法学部）　第一部法律学関係』（慶應通信、1958年） 1 頁、小林規威
『英國準契約法』（千倉書房、1960年）、土田哲也「準契約法上の救済について（ 1 ）
（ 2 ）（ 3 ・完）」香川大学経済論集40巻 3 ・ 4 号107頁、40巻 5 号 1 頁、40巻 6 号
496頁などがある。
（96）Giles v Edwards （1797） 7 T. R. 181, 101 E. R. 920.
（97）Ibid., at 182, 921.
（98）Hulle v. Heightman （1801） 4 Esp. 75, 170 E. R. 647.
（99）Le Blanc 裁判官の判示はその後の審級においても追認されている。Hulle v. 
162　早稲田法学会誌第67巻 1 号（2016） 日本における履行期前拒絶法理の意義について（二・完）（内田）　163
Heightman （1802） 2 East 145, 102 E. R. 324.
（100）Planché v. Colburn （1831） 5 Car. & P. 58, 172 E. R. 876.
（101）Ibid., at 61, 877.
（102）Ibid., at 61, 877-878.
（103）Planché v. Colburn （1831） 8 Bing. 14, 131 E. R. 305.
（104）Ibid., at 15-16, 306.
（105）Ehrensperger v. Anderson （1843） 3 Ex. 148, 154 E. R. 793.
（106）不当利得金の返還請求は、定型的訴訟原因項目 common counts に基づいて訴
訟が提起される際に示される訴訟原因項目の一つであった。定型的訴訟原因項目に
は金銭請求訴訟原因項目 money counts と提供役務相当金額の請求および物品相当
額の請求とが二大類型をなしており、不当利得金の返還請求はこのうちの前者に含
まれていた。この不当利得金の返還請求も、準契約に基づく法的保護であった。
田中英夫編『英米法辞典』の common counts、money counts および money had 
and received の項目を参照。
（107）Ehrensperger v. Anderson （n 105）, at 158, 797.
（108）Ibid., at 158, 797.
（109）M. Mustill （n 12）, at 35.
（110）Q. Liu は、Planché 事件判決について検討を加えつつ次のように結論する。
「結局、本件判決が下された当時は、不当利得法は未だ萌芽的な形であったの
であり、提供役務相当金額の請求は、契約上の損害賠償請求の手段とも契約か
らは独立した原状回復的な救済の手段とも考えられ得たのである」と。Q. Liu, 
Anticipatory Breach, （Hart Publishing, 2011） at 11.
（111）Phillpotts v. Evans （1839） 5 M. & W. 475, 141 E. R. 200.
（112）Ibid., at 477, 202.
（113）Ripley v. M’Clure （1849） 4 Ex. 345, 154 E. R. 1245.
（114）P. Mitchell （n 28）, at 147.
（115）P. Mitchell （n 28）, at 147.
（116）以下に紹介する事案の概要は、The Times 紙の1853年 4 月25日付記事および
1853年 6 月11日付記事、並びに17 Jurist 972 および 2 El. & Bl. 680, 118 E. R. 922
にて紹介された事実関係に基づいている。
（117）以下の記述は、Hochster v. De La Tour （n 8）, at 681-685, 923-925をまとめた
ものである。
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（118）Ibid., at 682, 923.
（119）Leigh v. Paterson （1818） 8 Taunt 540, 129 E. R. 493. Leigh 事件の事案と判
旨は次のようなものであった。獣脂の売主である被告は、12月中に原告に対して獣
脂を供給する契約を締結した。なお、契約締結時の獣脂の価格は、112ポンド当た
り65シリングであった。然るに被告は、10月 1 日、原告に対して、獣脂を第三者に
売却してしまった旨を通知したのである。なお、この通知の時点での重視の市場価
格は、112ポンド当たり71シリングであった。原告は、被告からの通知を受けて、
契約違反に基づく損害賠償請求を求めて訴訟を提起した。その際に原告は、12月31
日における重視の市場価格（112ポンド当たり81シリング）と契約価格との差額を
基準に損害賠償額を算定した。これに対して被告は、被告が第三者に獣脂を売り、
そのことを原告に通知した時点で、原告は自身に生じる損害を拡大させない義務を
負う。よって原告は、被告からの通知を受けた後直ちに市場において代替取引をす
べきであり、したがって損害額は通知の時点での市場価格と契約価格との差額であ
るというべきである旨を主張して争った。
　　Dallas 首席裁判官は次のように論じて、被告の主張を退けた。すなわち、双方
的に締結された契約は、一方的に破棄することは出来ず、必ず双方当事者の合意に
よらなければ解除することが出来ない。原告は市場において新たに獣脂を購入する
ことができる旨主張されたけれども、原告はそのようにすべき義務を負わない。そ
れどころか、契約は未だ解消されていないのであるから、被告は、もし望むのであ
れば、改めて獣脂を購入した上で原告に提供することもできるのである。したがっ
て原告の損害賠償額の算定基準となるのは、 12月31日時点での市場価格である、 と。
（120）The Jurist の記述によれば、被告が Leigh 事件における Dallas 首席裁判官の
判示および Phillpotts 事件判決と Ripley 事件判決における Parke 裁判官の判示を
引用することによって仮決定を得たことが窺われる。Hochster v. De La Tour （n 
116）, at 972.
（121）Phillpotts 事件における Parke 裁判官の判示内容については、本稿第二章第
五節第二項を参照。
（122）Ripley 事件における Parke 裁判官の判示内容については、本稿第二章第五節
第二項を参照。
（123）The Jurist によれば、Hannen 氏は次のように述べたとされている。すなわち
「Parke 裁判官は、積荷の到着時よりも前に契約が終局的に放棄されることはあり
えないということを意図してはいなかった。というのも、契約の条件を遵守するつ
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もりはないとの意図を相手方から通知された当事者がその通知に基づいて行動した
場合には、そのような拒絶は終局的になりうると Parke 裁判官が考えていたこと
は明らかだからである」と。Hochster v. De La Tour （n 116）, at 972.
（124）以下の記述は、 Hochster v. De La Tour （n 8）, at 685-687, 925; （n 116）, at 973
をまとめたものである。
（125）Hochster v. De La Tour （n 8）, at 686, 925.
（126）Ibid., at 686, 925. 被告側弁護人によるこの応答の意図するところは必ずしも
明確ではないが、恐らく次のような趣旨であったものと思われる。すなわち、原告
は、被告からの解除申込みを受け入れた上で他の雇用先と契約を締結することがで
きる。しかしその際には、被告に対して契約責任を追及することを諦めなければな
らない。何故ならば、原告は被告との間で契約を合意解除したのであり、したがっ
て契約は初めからなかったものとなるからである。契約解除に合意しつつ　　すな
わち、他の雇用主と契約を締結しつつ　　、他方で被告の契約責任を追及する途は
残すということは出来ない。解除の申込みを受け入れる際には、全面的に受け入れ
なければならないのである、と。
（127）Ibid., at 686, 925.
（128）Ibid., at 686, 925.
（129）Ibid., at 688, 925-926..
（130）Ibid., at 688-689, 926.
（131）Elderton v. Emmens （1848） 6 C. B. 160, 136 E. R. 1213. Elderton 事件の事案
と判旨は以下のようなものであった。裁判所が認定したところによると、1844年11
月30日、原告は、1845年 1 月 1 日から1846年 1 月 1 日までの一年間、被告のために
弁護士 attorney and solicitor として働くことを約し、これに対して被告は、年間
100ポンドの報酬を原告に支払うことを約した。然るに被告は、1845年 5 月、正当
な理由なく原告を解雇した。そこで原告は、被告の契約違反を理由に損害賠償を求
めて訴えを提起した。本件を担当した人民間訴訟裁判所は、本件契約は被告が原告
を雇い続けるという内容を当然に含むものではないと判断し、原告の訴えを退け
た。この判決に対して原告が異議令状でもって異議を申し立て、財務府裁判所がそ
の審理に当たった。
　　Parke 裁判官率いる裁判所は以下のように論じて原告の訴えを認容した。すなわ
ち、本件契約によれば原告は被告の求めに応じて役務を提供することになっている
が、これは被告にあらゆる場面において原告に役務を提供するように求めることを
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義務付けるものではない。すると、求めに応じて役務を提供する者に対して少なく
とも一年間は一定の報酬を与えるという合意の意味するところは何か。「我々は、
この合意は弁護士と依頼人という関係を創出するものであると考える。同時にこの
合意は、少なくとも一年はこの関係を維持するという約束に相当するものと考える
（Ibid., at 176, 1219）」と。
　　なお、Hochster 事件において Campbell 主席裁判官が言及したのは Elderton 事
件の上記財務府裁判所判決であったが、同事件はその後、被告の申立てにより貴族
院においても争われ、結果として財務府裁判所の判決が維持されるという経過を
辿っている。貴族院判決において、Crompton 裁判官は次のように述べた。すなわ
ち、「一定期間、一方当事者が雇い入れないし雇用し、他方が俸給ないし報酬のた
めの役務を提供するという契約がある場合にはいつでも、雇用主の側には、被用
者を、問題となっているその関係にその期間留めておく約束があるのであり、単
に期間の終わりに被用者に役務に対する報酬を支払う約束のみがあるのではない
（Emmens v. Elderton （1853） 13 C. B. 495, 138 E. R. 1292, at 506, 1297.）」と。
（132）Hochster v. De La Tour （n 8）, at 689, 926.
（133）Hochster v. De La Tour （n 8）, at 689-691, 926-927.
（134）Startup v. Cortazzi （1853） 2 C. M. & R. 165、150 E. R. 71. Startup 事件の
事案と判旨は以下のようなものであった。原告は被告から亜麻仁を購入する契約を
締結し、代金の一部を前払いした。然るに被告は、履行期が到来するよりも前に、
原告に対して亜麻仁を供給出来ない旨を通知した。その後、原告は被告の契約違反
を理由に損害賠償を求めて訴えを提起した。争点となったのは、原告の損害倍種を
算定する際の基準時をいつの時点とするかであった。なお、履行期における亜麻仁
の市場価格はクオーター当たり50シリングであったところ、原告は正式事実審時の
市場価格であるクオーター当たり56シリングに基づいて損害額を算定すべきである
旨主張していた。
　　裁判所は、本件原告は自身が被った特別な損害について何ら証明していないので
あるから、損害賠償額の算定基準としては履行期における市場価格が妥当である旨
を述べ、原告の主張を退けた。
（135）Hochster v. De La Tour （n 8）, at 691-693, 927.
（136）Ibid., at 693, 927.
（137）Ibid., at 693-694 927-928.
（138）Ibid., at 689, 926.
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（139）Ibid., at 689, 926.
（140）Ibid., at 689, 926
（141）「Campbell 卿は、Elderton 事件判決に基づくだけで本件におけるのと同様の
結論を得られたことは明らかである。しかし、卿は全ての契約類型に妥当しうる一
般的な『黙示的約束』という理論を作り出すことに決めたのである。そして卿は、
これを将来の契約違反に対する現在の責任を創設するという問題に対する解決先と
して考えたのである。先例の展開という観点からいえば、これは Elderton 事件判
決を不相当に拡張したものであったと思われる（Q. Liu （n 110）, at 21.）」と。
（142）M. Mustill （n 12）, at 42.
（143）Ibid., at 42.
（144）Q. Liu （n 110）, at 13.
（145）J. E. Murray Jr., 10 Corbin on Contracts （Lexis Nexis, Revised ed., 2014）, 
at 133-134.
（146）また別の論者は、この被告側弁護人の応答は英米契約法の将来をも変えたとい
う。M. Mustill （n 12）, at 41.
（147）履行妨害の法理について、本稿第二章第三節を参照。
（148）Cort v. The Ambergate, Nottingham and Boston and Eastern Junction 
Railway Company （n 79）.
（149）本稿第二章第第四節を参照。
（150）Q. Liu （n 110）, at 13.
（151）「結果的に、契約を合意解除して救済はないというのと、救済はあれども成果
なく待つだけの不毛な三ヶ月という強烈な対比がありありと明らかになった。裁判
所は、便宜のために、原告は直ちに義務を免れかつ直ちに訴えを提起する権利を持
つと結論せざるをえないと感じたのである。（M. Mustill （n 12）, at 42）」
（152）J. W. Carter, A. Phang and S. Y. Phang, ‘Performance Following 
Repudiation: Legal and Economic Interests’ （1999） JCL LEXIS 34, at *6.
（153）本稿第二章第三節第四項および前掲注（94）に挙げた Goodman 事件を参照。
（154）See Cort v. The Ambergate, Nottingham and Boston and Eastern Junction 
Railway Company （n 79）, at 144, 1236.
（155）Campbell 首席裁判官の人と業績について簡潔にまとめたものとして、W. 
Holdsworth （A. L. Goodhart & H. G. Hanbury ed.）, 15 A History of English 
Law （Methuen & Co. Ltd. and Sweet & Maxwell 3rd ed. 1982） 405-429.
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（156）P. Mitchell （n 28） は Hochster 事件当時の英国において支配的であった思想
傾向と Campbell 首席裁判官の個人的な思想傾向から Hochster 事件判決の分析を
試みるものである。Mitchell によれば、Campbell 首席裁判官は Mansfield 首席裁
判官を模範として裁判官職を遂行していた。Mansfield 首席裁判官は、従来の法に
盲目的に従うだけでなく、理性の求めるところに従い職務を遂行していたとされる
が、Mansfield 首席裁判官のこの姿勢が Campbell 首席裁判官に大きな影響を与え
たものとされるのである。Campbell 首席裁判官は、自身の著書の中で Mansfield
首席裁判官について次のように書いている。「先例と法理とは、しばしば激しく対
立するものであり、この対立は Mansfield 卿をも捉えたに違いない。卿はかつて、
Garrick が悲劇と喜劇との間でやったように、先例と法理との間に自身の身を置か
なければならなかったと述べた。卿は、その他の凡庸な輩 mortals と同じように、
過ちを犯したかもしれない。しかし卿は、危険を伴わずには動揺することのない確
立した法準則がない場合には、何が適切であるかについての人間的な感覚を指針と
し、また『法は道徳的な正しさ moral rectitude に基づく、しかし慣習や権威によ
って修正される合理的な科学』であると考えていたのである（J. Campbell, 2 The 
Lives of the Chief Justices of England （John Murray, 1849） at 417. 引用文中の
太字は、原典では大文字アルファベット）」と。
　　それでは、Campbell 首席裁判官が Hochster 事件判決を下すに当たって従った
「合理性」とはどのようなものであったのか。この点について Mitchell は、いわゆ
る古典経済学派の影響を指摘する。P. S. Atiyah によれば、Hochster 事件判決が
下された当時は、A. Smith 率いる古典経済学派 political econoy が隆盛を極めん
としていた時代であった。彼はいう。「（だいたい）1800年から1850年の間に成熟し
た教養ある者であれば誰でも、大量の新古典経済学派や過激な功利主義に関する著
作を読んでいないということは、ほぼありえない。多くの者がそれに心底影響され
たし、またより多くの者は、これらの学派を簡単にしたものに影響された。そうい
った者たちの中には、多くの指導的な裁判官を含む相当数の最も重要な法律家たち
がいたのである（P. S. Atiyah, The Rise and Fall of freedom of Contract （Oxford 
University Press, 1979） at 293.）」と。Mitchell は、労働の自由を重視する古典経
済学派の影響の下に Hochster 事件判決が下されたという。すなわち、Hochster
事件において、原告が救済を得るためには履行期の到来を待たなければならないと
した場合、実質的には原告の労働の自由が奪われることとなりかねないという点が
考慮されたというのである。以上につき、P. Mitchell （n 28）, at 155-158.
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（157）P. Mitchell （n 28）, at 151.
（158）本稿第二章第四節を参照。
（159）See Q. Liu （n 110）, at 12.
（160）前掲注（101）、（102）に対応する本文よって引用した Tindal 主席裁判官の判
示内容を参照。
（161）この点は、我が国に Hochster 事件判決を最初に紹介したと思われる金田・前
掲注（ 4 ）においてすでに指摘されていたところでもあった。すなわち、「今其の
リーディングケースたる Hochster 事件の判決を按ずるに裁判官は履行期前に於け
る契約当事者の一方の履行拒絶なる事実を認定するや殆ど直覚的に違約なりと断じ
相手方は契約存続を欲せざるときは履行期の到来を待つことなく直ちに契約の解除
を為し得べきことを認め然る後法理上の根拠を発見せんと努めたるが如し。換言す
れば法理の示す所に従って断定せるに非ずして断定したる後其の判決理由を案出せ
しものと思惟せらる（143頁-144頁。現代仮名使いに改めた）」と。この点につい
て金田は、「実際の便益を重んじ濫りに理論に拘泥せざる〈英国人の〉国民的性質
（142頁。現代仮名使いに改めた）」によるところが大きいとして、肯定的に評価し
ている。
（162）See P. A. Moses, ‘The Doctrine of Anticipatory Breach of Contracts, 
Theoretically and Historically Considered’ （1900-1901） 1 N. C. L. J. 321, at 324. 
もっとも、Moses 自身は、Hochster 事件判決において Campbell 首席裁判官が言
及した Short 事件判決、Ford 事件判決、Bowdell 事件判決のいずれも、履行期前
の履行拒絶法理を支持しうるものではないことを強調している。See Ibid., at 325．
（163）本文において引用したもののほか、同様の判断を示すものとして、大阪地判昭
和31年 2 月29日不法下民昭和31年度371頁、函館地判昭和31年 3 月19日不法下民昭
和31年度402頁等がある。
（164）本件において示された法理を確認するものとして、最判昭和35年 4 月21日民集
14巻 6 号930頁などがある。
（165）弁済の提供および受領遅滞、履行遅滞等の問題に関する総合的な研究として、
北居功『契約履行の動態理論Ⅰ』（慶応義塾大学出版会、2013年）を参照。本稿の
主題との関連では、特に同書第七章、第九章を参照。
（166）もっとも、不動産賃貸借契約の解除をめぐって示されたかかる判例の態度をど
こまで一般化しうるかについては議論がある。中田・前掲注（ 5 ）316頁参照。こ
の点について、北居・前掲注（165）318-319頁は、債務者が履行遅滞に陥るために
日本における履行期前拒絶法理の意義について（二・完）（内田）　169
は債権者側に履行を受領する準備と意思とが必要であるとの理解から、債権者が受
領を拒絶する場合には債務者の履行遅滞要件が満たされないという意味で、判例法
理の射程は不動産賃貸借事例に限られず、一般化が可能であるとする。
（167）本文に掲げたもののほか、同様の趣旨を示す判例として、大判大正 3 年12月 1
日民録20輯999頁、大判大正6年11月 8 日民録23輯1753頁、大判大正 9 年11月11日民
録26輯1819頁、大判大正10年11月 9 日民録27輯1907頁等がある。
（168）我妻榮「賃料の受領を拒絶した賃貸人の賃料不払いを理由とする解除」『民事
法学の諸相』（勁草書房、1970年）34-35頁。
（169）我妻はまた、「売主Ｙが自分の債務の履行を拒絶することは、同時に、買主Ｘ
が代金を提供しても受取らないという受領拒絶の意思を含むとみるべきは　　信義
則などによるまでもなく、常識として　　当然」ともいう。我妻・前掲注（168）
33頁。
（170）川㟢義徳「判解」『最高裁判所判例解説民事編（昭和41年度）』（法曹会、1967
年）119頁。
（171）もっとも、本判決の評価については見解が相違しうる。本判決について、信義
則の観点から一部の口頭の提供が履行の提供と認められたものであると評価するも
のとして、内田貴『民法Ⅲ』（東京大学出版会、第 3 版、2011年）58頁。
（172）準契約の法理について、前掲注（95）を参照。
（173）このように、当事者間に紛争を生じてから訴訟を提起するまでの間に履行期が
到来してしまうことが多いといった事情も、履行期前拒絶という問題を認識し難く
してきたといえよう。奥田・前掲注（ 4 ）65-66頁〔北川・潮見〕参照。
（174）もっとも、この点についてはなお慎重な検討が必要である。というのも、債務
者が確定的に履行期前の履行拒絶をした後は、債権者としてはもはや履行の強制に
拘るべきではなく、代替取引をするなどした上で損害賠償請求による救済を求める
べきであるとの考え方もありうるからである。この問題を主題とするものとして、
吉川・前傾注（ 4 ）がある。
（175）北居も、履行期到来後の履行拒絶を念頭に置いてではあるが、「履行拒絶は客
観的になお履行が可能であり、単に債務者に履行する意思がないケースにすぎ」な
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